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【観光経営科学コース】 

１ ⻑尾 瑞惠︓アーバンスポーツパーク 〜その成⽴の条件とは  経済性か 社会性か 

２ 淺井 ⾹澄︓⾃然災害後の消費喚起策が観光需要に与える影響 

北海道胆振東部地震観光⽀援事業を事例として 

３ 佐藤 亜美︓おもてなし⼈材の多様化 〜個・組織アイデンティティに着⽬して〜 

４ ⽊村 深雪︓映画祭が⽣き残るために必要な要因とは 

５ 佐藤 郁⼦︓観光業界における DX のジレンマと対策 

６ 熊⾕ 和︓関係⼈⼝の創出・拡⼤における顧客経験研究 

­ある地⽅⾃治体と観光地域づくり法⼈の取組から 

７ 江原 まゆみ︓地⽅⾃治体における観光予算割り振りの妥当性に関する考察 

〜数字から読み解く戦略策定における選択と集中〜 

８ 南野 宏夢︓⽐叡⼭エリアの観光地分析とその他エリアとの⽐較による戦略策定 

９ ⼭下 愛智︓宿泊サービス業における従業員の離職メカニズム精緻化に向けての⼀考察 

10 YANG DANNI︓⿃取県を訪れる⾹港⼈観光客の FACEBOOK投稿分析 

及び観光地プロモーション情報発信の考察 

11 ⽵内 ゆう⼦︓持続可能な地域に資する観光の貢献 〜観光列⾞による地域活性化〜 

12 藤本 賢司︓アドベンチャーツーリズムにおいて、 

通訳ガイドは,訪⽇旅⾏者の顧客満⾜度をどのように⾼めているか 

〜サービスマーケティングの⼿法を応⽤〜 

13 髙畑 岳司︓欧州、⾃転⾞活⽤先進国ドイツのサイクルツーリズムの現状から 

ミュンヘン郊外での実体験を通じ得たもの 

(先⾏研究の実証から、普遍性と必須要件の確認と再考とその先) 

 

【サービス＆ホスピタリティプログラム】 

14 本⽥ 路⼦︓ホテルの無形資産（⾮財務資本）の解釈とその情報開⽰⼿法に関する考察 

―ホテル事業版ＳＲ＆ＣＲフォーマット構築に向けてー 

15 能町 光⾹︓(⾮公開) ジョブ型雇⽤導⼊に向けたエグゼクティブ・アシスタント育成施策の考察 

16 ⻄岡 亜⽮⼦︓サービスデザインにおける対話的組織開発の果たす役割 

17 阪⽥ 哲史︓宿泊業・飲⾷サービス業における事業再構築の特性分析 

18 LI JIAXI︓期限切れ間近⾷品の消費者選好分析 〜中国市場を対象に〜 

19 箕浦 孝晃︓糖質オフマーケットの浸透に向けた展開 

20 林 宏樹︓⽇本の職場における⼼理的安全性と組織の成⻑要因の考察 

21 原⽥ 英記︓SAMR モデルから考える教育 DX と AI×⼈間の価値共創 

「スタディサプリ」と「atama plus」を事例に 



22 井上 彰︓⾼齢者が導⼊しやすいキャッシュレス決済 

23 鮑 思⽻︓ライブコマースにおけるブランド体験が顧客エンゲージメントに与える影響 

24 河合 愛実︓⾼齢者が操作を理解しやすいセルフレジ UI の設計 

25 ZHANG NING︓ソーシャルメディアコミュニケーションが若者の消費⾏動へ与える 

影響に関する実証研究 

26 ⼭岡 雄⼰︓メガフランチャイジーの実態調査 

〜地⽅経済の知られざる担い⼿の，新たな戦略の⽅向性を検証する〜 
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アーバンスポーツパーク 〜その成立の条件とは 

経済性か 社会性か 
 

長尾 瑞惠 

 
本稿は、「アーバンスポーツパーク」に着目し、パークの経済性や社会性について考察、さま

ざまなステークホルダーに利するパークを成立させる条件を導くことを目的とした。日本国

内に存在するパークの現状を現地訪問でのインタビューと、パークスペックのデータ分析に

より把握、さらに先行研究で行われた 2004 年のアンケートをもとに新たにアンケートを実施

し、過去と現在のパークの比較を行った。これら 3 種類の調査から、多面的にパークの現状

と課題を分析・提示し、それをもとに成立条件を考察した。 

 
1． 研究の背景 

2020東京オリンピックで、アーバンスポーツ３種目

(スケートボード・BMX・スポーツクライミング)が採

用され、日本人選手の大活躍によって、以前に比べ、

これらのスポーツが注目を集めるようになった。 

若者に人気のアーバンスポーツが近年オリンピッ

ク種目に加えられるようになった理由は、若者のスポ

ーツ離れやオリンピック離れに対し、テレビ視聴率低

下を懸念する IOC が危機感を抱いているからと言わ

れている。 

2.  研究の目的 

アーバンスポーツは注目されているとはいえ、競技

人口はまだまだ少ない。その理由は、第一にアーバン

スポーツを行うことができる身近な練習場所、つまり

「アーバンスポーツパーク」の不足、第二に、指導者

不足、第三に、身近でトップレベルのスキルに触れる

機会がないことなどがある。（図-1） 

 

そこで本研究では、まず次の仮定を行なった： 

国際大会が開催できるような、国際基準を満たした

設計を持つ大規模パークの活用と、現在国際レベルパ

ークが存在していない地域に新規設置を行い、国内・

国際大会開催を各地に誘致することで、アーバンスポ

ーツをやっていない人や興味がなかった人に、まず実

際に見るスポーツとしての楽しさを知ってもらうこ

とができるのではないか。競技者と観戦者を、アーバ

ンスポーツを『やる』・『見る』スポーツツーリズム

に繋げ、アーバンスポーツの競技者人口増と競技レベ

ルアップ、ひいては地域の活性化を目指すことができ

るのではないか。 

− この仮定を検証するため、国内のアーバンスポーツ

パークの現状を調べ、課題と可能性を分析する。さら

にこの調査分析から、スポーツ競技人口が減少傾向に

ある今「経済的に成功する民間施設として」、「社会的

意義がある公共施設として」あるいはさらに別の形で

アーバンスポーツパークを成立させる条件とは何か

を導くことを本研究の目的とする。 

3.  研究の方法 

国内アーバンスポーツパークの実態調査を、次の

「インタビュー」、「データ分析」、「アンケート」

の３手法で行う。 

4. 研究：《インタビュー》 

4-1  ４パーク訪問調査 

2022年〜2023年1月、 実際にパーク４ヶ所を訪問

し、インタビューを行った。  

(A) ムラサキパーク東京 （東京都足立区） 

(B) 境町アーバンスポーツパーク（茨城県境町） 

(C) ムラサキパークかさま (茨城県笠間市) 

(D) 火打形スケートボードパーク（京都市南区） 

4-2 《インタビュー》結果に関する考察 

 アーバンスポーツパークは、計画段階から、全ての

ステークホルダー（地域住民・利用者・行政など）が

慎重に関係構築し、連携することが重要である。パー

クデザインは、専門家と利用者の意見や要望を充分な

時間をかけ取り入れることが大事で、初心者から上級

者まで使用可能なエリアやスペックを持ち、様々なレ

ベルの利用者が納得できるものにするべきである。ま

た、大会レベルのパークは、 広い面積にハイスペッ

クな設備で、できれば屋内と屋外の両方のパークを持

つことが望ましい。全てのステークホルダーが納得で

きるパークを作るには、まずは大きな資金と時間、関

わる人々の多大な努力が必要である。 

図-1 
1)を元に筆者作成 
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5. 研究：《データ分析》 

5-1  518施設のパークスペック分析 

国内施設の現状を調べるため検索サイト「スケパ」2)

に掲載されているパークを参照し、一定の条件のもと

で調査対象サンプルを518に絞り、分析した。これら

を図-1の４つのグループに分類した。 

 

 

5-2  研究：《データ分析》結果に関する考察 

公共パークは圧倒的に屋外が多く、民間は屋内が多

い。これは公共パークは既存の公園内にある未利用

地に設置されてきたことが多いためと、民間ではお

もにスポーツショップ内に設置されているためと考

えられる。 

各パークに配置されている「セクション」19種類に

ついて保有数を分析したところ、「公共/無料」グル

ープでは、設置が比較的容易で市販されている移動

型セクションが10種類前後あることが多い。「公共/

有料」は、大規模パークが殆どで、コンクリートな

どで造作された固定設置の大型を含む多種類のセク

ションが揃っており、国内・国際大会が可能なハイ

レベルのパークが多い。「民間/有料」は人気がある

セクションを単独で有することが多く、ショップの

購入客が試走できるようになっている。 

この他、特徴あるファンディングを行なっているパ

ークや、調整池や高架下など従来利用されてこなか

ったスペースにパークを設置し、土地の多目的利用

をしている例など、今後他の参考となる例を洗い出

すことができた。 

6. 研究：《アンケート》: 2004年、伊與田らによる

「スケートパークの立地及び地域施設としての特性

に関する調査・分析」3)調査内容に基づき、公共施設

257件をアンケート対象とし、122サンプルの回答を

得た。 

6-1 パークの基本属性：2004年に比べ、2023年は

[パーク数]、[面積]や[駐車場]、[設置セクション]

が増え、[利用者数]も増加していることがわかっ

た。またパークを「スポーツ施設」ととらえる自治

体が増えた。これは東京オリンピックを経て、遊び

ととらえられていたアーバンスポーツが、スポーツ

と認識され変化したと考えられる。 

6-2 パーク設置：2023年アンケートでは、計画段階

での[事前活動内容]が多岐に渡り、何をするべきな

のか手探りで行われたことが伺え、行政側のとまど

いが見える。また[設置場所の選定]で、アーバンス

ポーツパークは特定の敷地形状やセクションの材質

指定などがないという、他のスポーツには見られな

いフレキシブルな特性を活かし、2023年では未利用

地の有効活用や土地の多目的利用が、より多面的に

検討されるようになっている。行政側による[公共性

の評価]において、2004年では近隣のトラブル・苦情

対策といった「衛生要因」が起点であったが、2023

年では「地域の活性化に貢献」「他地域の利用者が

来場」という「動機付け要因」が大きく伸びてお

り、パークが広く他地域との交流にも役立ち、活性

化に貢献していることがわかる。 

[今後の事業]として、2004年では約90%が「未定」

としていたが、2023年では、既存施設の利用者が増

加したので新設を決めたところや、経年劣化した施

設を改修するところ、セクションの追加をするとこ

ろなど、前向きなサンプルが増えている。 

6-3 研究：《アンケート》結果に対する考察 

アーバンスポーツへの2020東京オリンピックの影響

が顕著であることが読み取れ、大型のスポーツ施設

や公園に近接した未利用地を活用し、それらと連動

させたパークがさらに増えてきている。また、調整

池や高架下、災害時の物資集積場、最終処分場跡地

や河川敷等、従来あまり利用されてこなかったスペ

ースを多目的に利用する例が多くなっている。 

7.まとめ 

2.で提示した仮定については、本研究で行った調査

やアンケートから、現状では経済性を求め経営的に

成立させることは大資本でなければほぼ無理という

ことがわかった。まずは公共性を追い、アーバンス

ポーツそのものの裾野を広げることが重要と考え

る。その過程において公共と民間が協働できれば、

より早く効果的に、公共性と経済性を両立させ、利

用者や地域に利するアーバンスポーツパークを成立

させることができると期待する。 

参考文献 

1) 橋本・鈴木・藤原「アーバンスポーツツーリズム

のニーズに関する分析： Web アンケートによる調

査」札幌大学研究紀要 第3号（2022）p. 263-272 

2) ウェブサイト「スケパ」https://sk8parks.net 

3) 伊與田・坪井「スケートパークの立地及び地域施

設としての特性に関する調査・分析」(2004) 

図-2             (筆者作成) 
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自然災害後の消費喚起策が観光需要に与える影響 

北海道胆振東部地震観光支援事業を事例として 

淺井 香澄 

 

近年，大規模災害後の観光消費を喚起するために消費喚起策「ふっこう割」が実施されている．この施策

は災害による物的・人的を重視した制度設計, 効果検証の不透明さが課題となっていることから，被災規模

および施策による観光需要の変化を分割時系列解析や地理情報システムで可視化することで，現行の制度設

計，効果検証に提言することを本稿の目的とする．結論として，被災規模と観光需要の減少に強い関連性は

ないことから，助成金交付の基準に観光需要の落ち込みを測る指標も勘案すべきである．また，施策変更に

よる影響の大きさや地域間での潜在的格差が明らかになったことから，延べ宿泊者数，それに基づく経済効

果のみの効果測定ではなく，施策変更の変わり目や地域ごとにより詳細な検証を行う必要性がある． 

 
1． はじめに 

近年，自然災害が多発しており深刻な被害をもたら

している．観光産業は災害の影響を大きく受けること

から，早期復興を実現するために「ふっこう割」が実

施されてきた．この施策は，災害救助法の適応が助成

金支給の条件の1つとなっており, 物的・人的を重視

した制度設計になっている． また，実態が不透明で

あることから，観光需要の変化を明らかにすることで

現行の制度設計や検証方法への提言を行う． 
 

2． 北海道胆振東部地震による観光需要の影響 

2-1 地震による観光業の経済的被害 

2018年9月6日，胆振地方を震源とするマグニチュ

ード 6.7 の地震が発生した．地震による物的被害は

2.53億円にとどまっていた一方で，観光消費影響額は

約356億円に達した 1)． 

2-2 被災規模と観光需要の関係性 

 相関分析の結果，被災規模と観光需要に強い関連性

は見られなかった．GISでの可視化の結果から，震央

に近づくほど観光需要は減少する傾向はあるが，震源

から離れた観光地や交通拠点での減少も確認された． 

 
図-1：被災規模と観光需要の可視化(2018年9月) 

3． 北海道ふっこう割 

目的地が北海道の宿泊付き旅行および道内宿泊費用

の助成し，日本人観光客は1回あたり1人3泊まで利

用可能である. 調査段階で外部要因を受けているこ

とが判明した外国人観光客については本研究では対

象としない.ふっこう割の利用実績として，利用人数

は約111万人，延べ宿泊者数は約178万人泊，観光消

費回復効果は約720億円と報告されている 2)． 

 

4． 分析方法 

4-1 分析手法 

分割時系列解析(interrupted time-series，以下 ITS)を採
用する．施策介入によるアウトカムへの影響を時系列

の切片の変化や傾きの変化で確認することが可能で

ある．式(1)のような推計式を用いて推定する． 

𝑦 =	𝛽! + 𝛽"𝑡 + 𝛽#𝑙𝑒𝑣1 + 𝛽$𝑡𝑟𝑒1  (1) 

4-2 利用データ 

ふっこう割は宿泊旅行に対する助成であることから

延べ宿泊者数を用いた．ITSの留意点として，時系

列データに含まれる季節変動は自己相関の要因とな

りうることから，12か月移動平均法で算出した季節

指数をトリム平均で補正し，全地域において以下の

季節調整済み延べ宿泊者数データを生成した(図-2)． 

 
図-2：季節調整済み延べ宿泊者数の一例(胆振地域) 
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4-3 分析のための定義 

分析にあたり， 2018年9月から2019年4月まで

の延べ宿泊者数前年同月比増減を可視化し，局所的

変化があると思われる時点として，「震災前」,「震災

直後」,「ふっこう割1期」,「ふっこう割2期」,
「施策終了後」の5つの期間に区分した． 

 

式(1)とこの5つの区分に基づいて，ダミー変数を設

定し，各地域のレベルとトレンドの変化を推計した

(図-3) ． 

𝑦 =	𝛽! + 𝛽"𝑡 + 𝛽#𝑙𝑒𝑣1 + 𝛽$𝑡𝑟𝑒1 + 𝛽%𝑙𝑒𝑣2 + 𝛽&𝑡𝑟𝑒2 
+𝛽'𝑙𝑒𝑣3 + 𝛽(𝑡𝑟𝑒3 + 𝛽)𝑙𝑒𝑣4 + 𝛽*𝑡𝑟𝑒4 + 𝜀+ 

 

図-3：分析で用いた推計式の考え方 
 

5． 分析結果 

5-1 折れ線回帰の推計結果 

ふっこう割 1 期では，石狩地域は大幅に延べ宿泊者

数が増加したにも関わらず，被災地の胆振地域では減

少していることから施策変更で石狩滞在の観光客を

分散させる妥当性があったと考える． 

次に，ふっこう割 2 期では石狩地域は減少している

一方で，被災地の胆振地域，石狩周辺の後志，上川，

渡島地域で大幅に増加した．「道央圏の宿泊は 1 泊以

内」という条件が加わり，主に観光客が集中していた

石狩地域から被災地，石狩周辺の主要観光地に分散化

が成功したことが窺える．最後に，ふっこう割終了後

の即時的反動として，石狩地域では需要が早期に回復

したが，被災地や石狩周辺の地域，道東，道北エリア

では一時的に需要が落ち込んだ結果となった(表-1)． 

表-1 効果検証の結果 

 

5-2 単回帰を用いた施策の効果検証 

 施策あり，施策なしの場合の2019 年3月時点での

述べ宿泊者数を推定した．この差分が施策効果である．

この結果から施策介入で統計上には現れない地域間

での潜在的格差が隠れていることが明らかとなった． 

5-3 施策による分散範囲の推定 

施策の恩恵を享受した地域は石狩地域(札幌市)から

円形を描く形で広がっていることが確認できたこと

から，「道央圏の宿泊は 1 泊以内」という条件が結果

に影響していると推測した．分散範囲を推定するため

に，北海道経済部観光局から提供いただいたローデー

タ 3)を使用し，初日が札幌滞在の1泊2日から3泊 4

日までの観光客の周遊傾向を分析したところ，札幌か

ら186分，137km圏内を周遊している傾向が判明した． 

 

6． 考察 

日本人観光客の補助は 3 泊までとなっていたため，

施策変更の条件で代替可能な範囲内の主要観光地に

しか観光客の分散が実現せず，道北，道東エリアとの

需要格差が縮まなかったと考える． 

 

7． 結論 

現行の制度設計に対する提言として，助成金交付の

基準に観光需要の落ち込みを測る指標も勘案すべき

である．また，延べ宿泊者数，それに基づく経済効果

のみの効果測定ではなく，施策変更の変わり目や地域

ごとにより詳細な効果検証を行う必要性がある． 

 

参考文献 
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おもてなし人材の多様化 

〜個・組織アイデンティティに着目して〜 

 

佐藤亜美 

 

世界から選ばれる日本における観光人材の育成のためには，グローバル目線での接客の
担い手を教育・育成していく必要があり，日本の伝統の継承，そして、新たな文化の醸成
には，顧客のあらゆる視点に立ち，付加価値の向上が必要とされる．しかしながら，日本
における「おもてなし」は，観光の競争力と認知されているが，異なる文化から来日する
観光客の目線に立って「もてなす」ことが欠けている．ここでは，今後の日本型サービス
を発展していくため，「おもてなし」について再考を行い，組織的アイデンティティと個
人アイデンティティがどのように，職務と関わるのかを明らかにした． 

 

1―1 概要 

日本における「おもてなし」は，日本文化で醸成さ

れたおもてなしに加えて，グローバル目線での,新た

なもてなしが重要となっている． 

また，おもてなし人材の働き手が多様化し，観光業

のグローバル化に向けた組織文化を整える必要性が

ある．地域における統制，企業における組織の再定

義を行うことで，多様化した価値観と，伝統的価値

観を再認識し，異なる人材による魅力的な観光地で

あり続けると考えられる． 

 本研究は，日本での旅の始まりとなる，宿泊施設

での外国人材や，日本の伝統的な「おもてなし」人材

にとって，組織アイデンティティ・個人アイデンティ

ティが組織，人物によってどのように異なるのかを，

日本的文脈組織と多様性の高い組織の特殊性を半構

造化インタビューによって明らかにする．  

以上により，リサーチクエチョンとして以下を設定

する． 

① 異なるタレントによる「おもてなし」とは何か 

② 働き手の多様化に応じ，日本のおもてなしの価

値を見直すことによって外国人材によるアイ

デンティティをどう活かせるか 

1―2 先行研究 

・おもてなしとは 

広辞苑（第５版）では，“もてなし”（持て成し）

および“もてなす”（持て成す）とされている． 

宿泊施設や料亭・お茶屋における，おもてなしは，季

節やお客さまに，よそおい，しつらえ，ふるまい，（五

嶋, 2007）を楽しんでもらうことも，含まれている．

目で楽しむ，おもてしは模倣可能であるため，（価値

毀損）コモディティ化しない新規性が常に必要とされ

ている（長尾・梅室，2012）． 

・サービスとは 

Lovelock and Wirtzによるサービスとは，「サービ

スには「在庫がない」，「無形要素がサービス価値を

生み出す」，「可視化が難しい」，「顧客が共同生産

者となる」，「顧客がサービス経験を左右する」，「イ

ンプットとアウトプットの変動が大きい」，「時間が

重要な要素である」，「オンライン・チャネルが存在

する」（Lovelock and Wirtz，2007.pp.17-24)とされ

ている．日本型おもてなしと異なる点は，日本の文化

が背景にある暗黙知による「振る舞い」や「気配り」

など，異なる文化背景では，理解し難い． 

・ホスピタリティーとは 

服部によると，『「ホスピタリティ (hospitality)」 の

hospesには，主人（host）・客人（guest）の両者の意味

も含み，主人と客人が同一の立場に立つ態度を常に保

つという意味があるとされている。その背景には①主

人と客人が互いに差異をよいと認めて相互容認、②主

人と客人との互いに相手の気持ちや立場がよくわか

る相互理解，③主人と客人との関係がしっかりと定ま

り動じない相互確立，④主人と客人が互いに信じて頼

り合う相互信用，⑤主人と客人が互いに助ける，力を

そえる相互扶助，⑥主人と客人が互いを頼りにしあ

う，相互扶助，⑦主人と客人が互いに協力のもとに新

たなものを創る相互創造，⑧主人と客人が互いに伸び

栄えゆく相互発展』（服部，2011）という主人と客人

を同等に扱い共に同じ時間・空間を共有する主人・客

人と同じ目線から共創されている． 

・組織アイデンティティがなぜ必要か 

豊田によると，「集団成員と自己概念との関係を表し

た理論があり，自己概念には「私的な側面（自己の性

格や情運，行動などに関する認知）」「公的な側面（所

属する集団や社会カテゴリーへの成員性の認知）など



   ワークショップ概要（2023年 2月）           京都大学大学院経営管理教育部 

   サービス＆ホスピタリティプログラム 

 

があるとされ，社会アイデンティティとは，感情的・

評価的だとしている．また，人は他より優れた集団の

一団であると認知することにより，自己評価を高める

としている（Tajfel & Tirner，1979，1986）」． 

2―1 調査方法 

２つの方法で調査を行った． 

① おもてなしとアイデンティティについて半構造

化インタビュー 

② 構造化インタビュー内容から，KHコーダー共起ネ

ットワークに用いて分析 

2―2 半構造化インタビューの結果 

まず，日本文化を保持し，伝統的な舞や小唄などを継

承し，日本の伝統的なおもてなし人材とされている，

お茶屋（舞妓），伝統的な建物，慣習・食事を提供す

る文化的資源による旅館，日本の伝統的な建物と近代

的なデザインを含み・食事も提供をする，日系ラグジ

ュアリーホテル，世界のショートフィルムやグローバ

ル人材で営業される，日系トレンディーホテルに分

け，日本文化の保持，日本文化として新しい．多様性

が高い，低い.属人的でタレント重視のおもてなしと文

化的なおもてなしと２軸に分けられた． 

2―3 おもてなし人材におおける組織アイデンティテ

ィ 

半構造化インタビューを行った際に，日本文化によ

る文脈的組織と，多様性がある組織では，自己の位置

が異なった． 

まず，日本文化による文脈的組織では，地域，組織，

自己と，内向きであり組織で共有された組織アイデン

ティティ，後に自己の個としてのアイデンティティと

し位置付けされている． 

多様性の高い組織では，まず，自己の個人アイデンテ

ィティ・組織アイデンティティ・地域と外向きであり，

話の語りが自己を中心にされていた． 

2―4 おもてなし人材における教育方法と自己アイデ

ンティティの位置 

日本文化を保持している旅館やお茶屋では，作法・マ

ナーで自らの身のこなし，場や空気による立ち回りで

ある．そして，相手のニーズを察しサービスの提供を

行い，パフォーマンスとし，自らのアイデンティティ

は，経験によって養われた態度・精神，最後におもて

なしの精神が「お客様に喜んでもらう」という教育が

なされていることを明らかにした．また，多様性が高

い企業では，おもてなしの精神を保持し，その次に企

業の理念をパーパスとしトレーニング，教育がなされ

ていた． 

 

 

3 結果・考察 

本研究では，近年グローバル化により日本の伝統的

な，おもてなしだけではなく，それぞれの地域性を活

かした，新たな文化創出，また言語を超えた「おもて

なし」など，多様化している事が見受けられた．KHコ

ーダーの共起ネットワークから明らかになった事は， 

① 日本文化や伝統の大切さ 

② グローバル視点での異なる文化を配慮 

③ お客さま視点から組織の価値を創造 

④ 従業員の教育システムを取り入れ付加価値

向上の重要性 

⑤ 多様化していく環境での旅館のあり方 

⑥ おもてなし・日本の精神について 

外国人材による自国でのアイデンティティや日本で

新たな醸成されるアイデンティティは新たな目線で

の「おもてなし」を提供し，グローバル目線による，

文化を超えたおもてなしになり，その背景には，組織

アイデンティティと個人のアイデンティティにより，

働き方が異なり，それぞれのアイデンティティにより，

パフォーマンスを発揮することができることを明ら

かにした． 
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映画祭が生き残るために必要な要因とは 

木村 深雪 

 

 本研究では、日本各地で大小実施されていながら、持続的な開催に課題がある「映画祭」について検討す

る。京都内の地域映画祭 2 箇所と国際映画祭 4 箇所、終了した映画祭 3 箇所を取り上げ、ケース分析とコー

ド分析を併用し、事例と比較の文脈で分析を行った。映画祭の持続における推進要因と阻害要因を抽出し、

組織のライフサイクル・モデル理論の見地から考察し、再成長に向けた提案を行う。 

 

1． はじめに 

1―1 問題提起 

 日本の映画祭は図表1のように増減が激しく、多

くの映画祭が持続的開催に課題を抱えている。 

 

図表-1：2006年以降の映画祭の増減数 

そこで、京都の主要な映画祭関係者たちが、映画

祭持続における推進・阻害要因をどう捉えているの

かを明らかにしようというのが本論の目的である。 

 

2．映画祭組織のライフサイクルと活性化 

2―1 ライフサイクル 

 組織には「誕生、成長、成熟、衰退、死」のライ

フサイクルがあり、映画祭もまた同様だと考える。 

図表-2：組織のライフサイクル・モデル 

では、映画祭組織の死と再成長を分ける要因は何

であろうか。阻害要因として、費用や人材など物理

的資源の不足、行政支援の打切や連携不足が考えら

れる。先行研究では、矢澤利弘が「公益的なミッシ

ョンだけでなく、開催主体の楽しみや満足といっ

た、個人や団体としての自己実現の比重が高い」²⁾

と述べている。そこで、物理面から精神面まで想定

される映画祭活性化要因を、次の手法で分析する。 

2―2 データと分析手法 

本研究は、アンケートによる基礎情報リサーチ、ケ

ース分析、マトリックス分析のプロセスで実施する。 

ケース分析では、言説の分析を目指す「うえの式質

的研究法」を用いる。まず、半構造インタビューを実

施し、ユニットカードを作成、それをカテゴリー化し、

表札ごとに分類・マッピングする。因果・対立・相関

関係を検討して図解化し、叙述化する。 

次に、コードによるマトリックス分析を行い、「デー

タをしゃぶり尽くす」²⁾ことで、複眼的な視点の元、

複数の文脈での徹底的な分析を行う。 

 

3．分析結果 

3－１ 京都の映画祭の状況リサーチ 

 京都内6映画祭にアンケートを実施した。ポジティ

ブな共通点は、「地域連携の重視、幅広い層がターゲ

ット、若手監督を育成・応援、デジタル上映、映画祭

への熱意」であった。ネガティブな共通点は、「バリア

フリー上映が進んでいない、運営者の肩にかかる精神

的負担」だった。 

3―2 ケース分析：6映画祭の推進要因と阻害要因 

各ケースをチャート化し、地域映画祭と国際映画祭

ごとに整理・分析し、推進・阻害要因をまとめた。 

図表-3：地域映画祭と国際映画祭の推進・阻害要因 

地域映画祭のキーマンの重要性を示す例として、

「京まちなか映画祭」では、総指揮が 2017 年に死去

し、メンバーは精神的支柱を失う。しかし、「映画祭を

推進要因 阻害要因

地域映画祭

熱意、キーマン

地域連携、特殊性

地域に根付いた目的

資金・人材不足

映画産業構造課題

習慣変化

組織体制課題

国際映画祭

熱意、キーマン、地域連携

コンセプト、楽しみや喜び、

若手育成・フィルム修復の意義

資金・人材不足

映画産業構造課題

習慣変化

精神的負担

(杜撰で不公正な助成やコンペ)



ワークショップ概要              京都大学大学院経営管理教育部 

   サービス＆ホスピタリティプログラム 

 

頼む」という遺言もあり、新実行委員長を新たな精神

的支柱とし、地域と連携して映画祭を継続した。 

また、京都らしい地域振興が推進要因となる地域映

画祭と比較すると、文化的な役割を果たすことへの意

識が、国際映画祭の強い推進要因となっている。 

一方、阻害要因はほぼ共通していた。「杜撰で不公正

な助成やコンペ」とは、映画助成の仕様の縛りで間に

合わせの作品が増え、それらが乱立した映画祭の玉石

混交なコンペに出品され、杜撰な審査で受賞し、クオ

リティの平均値が下がる。受賞の肩書を信じて出資す

る側は信頼を裏切られる事による悪循環、を指す。 

3―3 マトリックス分析 

マトリックス分析で推進要因を抽出した。 

 

図表-4：マトリックス分析から見る推進要因 

映画界産業構造課題とは、2021年にシネコンが88％

となり、多様な映画に触れる機会が減少した「シネコ

ン化」。映画館以外での映画視聴習慣が 50％以上と、

個人視聴中心となった「視聴習慣の変化」等を指す。 

マトリックス分析で注目したいのは、「終了した映

画祭」だけがあげた阻害要因だ。今の形の映画祭には

魅力がない、新しい作品を生めない、と熱意を失い終

了へ。一方、「継続映画祭」では、映画の魅力を信じ、

映画祭を通じて産業課題を解決したいと考えている。 

 

4. 結論と考察 

4―1 映画祭組織を活性化する要因 

両分析を通じて、推進要因で重要なのは、「熱意、コ

ンセプト、キーマン、地域連携、引き継ぐ仕組み」「資

金」だと確認した。組織のライフサイクル・モデルに

立ち返り、再成長に向けた推進・阻害要因を検討する。 

 

図表-5：組織のライフサイクル・モデルから映画祭を考察 

衰退期は、組織のライフサイクルとして避けられな

いものであり、「再成長」を遂げるかどうかが岐路と

なる。「キーマン、資金力、地域連携、人材」といった

物理的要因と、「明確なコンセプト」というコンテン

ツ要因、「熱意や喜び」という精神的要因により再成

長がを促し、阻害要因となる課題を乗り越える「レジ

リエンス」を高めること、それが重要なのである。 

4―2 映画祭再成長に向けた提案 

まず、映画祭側が映画産業構造とその変化を逆利用

する。京都で初上映されたリュミエール兄弟「キネマ

トグラフ」は大画面視聴だが、エジソンが発明した「キ

ネトスコープ」は個人視聴の機械だ。個人視聴も映画

視聴と捉え、配信プラットフォームとの共創など新た

な取り組みに挑むとよいだろう。 

 次に、コンペティションや映画助成の制度を見直し、

映画の創り手や作品の質を上げる。映画祭における賞

の信頼性を評価したり、映画制作支援の行政からの仕

様に反映させたりと、質の向上への具体策をとる。 

 最後に、映画祭の明確なコンセプトを打ち出せる場

や、映画の見方を伝える教育の機会を増やす。これは、

映画祭が連携して取り組むことができる施策だ。 

4―3 本研究の貢献と限界 

 映画祭の推進に重要な要因として、先行研究にはな

い「熱意、明確なコンセプト、地域連携やキーマン、

新陳代謝の仕組み」など、新たな見解を示せた。行政

助成やコンペが逆に質を下げ、阻害要因につながる意

外な発見もあった。組織のライフサイクル理論を基に、

再成長の提案とレジリエンスの必要性を示せた。 

 映画都市「京都」ゆえに想いが強く、小規模・地方

の映画祭を対象とする研究では、異なる結果となるで

あろう。コンテンツの変化と共に課題も変化するので、

再成長への提案は継続的に行う必要がある。 

 本研究で、映画祭の推進・阻害要因を分析し、組織

のライフサイクルに沿った検討を行ったことは、映画

祭に限らずイベントに携わる人にも気づきとなり、新

しい価値の創出につながればと考える。 
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観光業界における DXのジレンマと対策 

佐藤 郁子 

 

 DX 先進企業と観光業界に半構造化インタビューを行い、「イノベーションのジレンマ」と同様「DX のジレ

ンマ」が存在すること、そこには「価値基準」と「期待する成果」の 2 つのギャップがあることがわかっ

た。先進企業といえど DX はまだ途上にあり、観光業界にはまずデジタルへの先入観の払拭を提案する。 

 

1． はじめに 

観光産業は全産業の中でも生産性が低く、デジタ

ル・トランスフォーメーション（DX）による解決が期

待されている。しかし現状 DX は浸透しているとはい

えない。その障壁は何か。 

『イノベーションのジレンマ』（2016）においてク

リステンセンが指摘した 1）ように、DXにおいても「DX

のジレンマ」が存在するのではないか。すなわち、社

内・取引先・顧客で構築しているバリュー・ネットワ

ークを支配している既存の「価値基準」が、DX推進の

ジレンマのもとになっているのではないかと考えた。

また阻害要因だとすればどのような解決があるかを

明らかにすることを本研究の目的とする。 

なおここでは DX とは「デジタル化によってビジネ

ス，サービスが創出/変革/再構築され、行動様式や組

織が変革すること」を指し、既存のビジネスやサービ

スがデジタル化によって効率化することは含まない

こととする。 

 

2． 研究方法 

 DXの先進企業8社と、観光業界でDXに関心を持つ

企業・団体から5社を機縁法により選び半構造化イン

タビューを行った。「DX先進」の客観的評価は定まっ

ていないため、経済産業省により「DX 銘柄」「DX 注

目企業」に選出された企業とした。 

 質問は、各社のDX取組み内容、既存事業とDX事業

それぞれの成果指標および指標化されていないが重

要と考える価値基準についてのほか、既存と DX で指

標や価値基準に違いがある場合のコンフリクトの発

生状況や対策などについて聞いた。併せて競合価値観

フレームワークに基づく組織文化診断 2）を実施した。 

 

3． インタビュー結果 

3.1 価値基準の違い 

既存事業とDX事業それぞれで、KPI（効果指標）な

どの価値基準について語られたことばを、KH-Coderの

共起ネットワークで図式化した。DX先進企業において

は、既存事業では企業による散らばりがあるが、DX事

業では業界共通で「ユーザー」「お客様」等に中心性が

ある（図 1）。一方観光業界では既存・DX とも散らば

りがある。 

 

 
図1 DX先進企業の価値基準（左：既存事業、右：DX）出所：筆者作成 

 

3.2 組織文化の違い 

 組織文化診断の結果、DX先進企業ではイノベーショ

ン文化、マーケット文化の傾向が強く、組織外部に注

目する傾向、観光業界では家族文化、官僚文化の傾向

が強く、組織内部に注目する傾向が見られた（図 2）。 

 

 

図3 組織文化診断結果（青：DX先進企業、赤：観光産業）出所：筆者作成 

 

3.3 DXの価値基準 

DX の価値基準とは具体的にどんなものか。企業は

DX推進にあたり事前に認識できているのではないか。

DX推進手法はまだ標準化されたとは言えないため、経

済産業省の「デジタル・ガバナンスコード 2.0」を現

時点でのアンカーとして、これと DX 先進企業の「DX

の価値基準」の回答とを頻出語で比較した。デジタル・

ガバナンスコードに出てこないキーワードとして「お

客様」「NPS」「エンドユーザー」など複数あり、DXに

取組む企業にとって、事前に認識している以上に価値

基準の変化が起っていることが判った。 
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3.4 価値基準の変化が起る条件 

DX 先進企業の中には価値基準が変わらないと答え

た企業もあった。価値基準が変わるのはどのような条

件のもとか。各企業を DX 事業の開始時期と、バリュ

ー・ネットワーク上、関係性が変化した箇所数、つま

りどれだけ広範囲のステークホルダーを巻き込んだ

かでマッピングした（図4）ところ、新しい事業ほど、

また広範囲のステークホルダーを巻き込むほど価値

基準が変わる。さらに事業の開発手法で見ると、ウォ

ーターフォール型ではあまり変わらないがアジャイ

ル型ではすべて変化している。 

近年の DX はアジャイル手法が増えつつあり、広範

囲のステークホルダーを巻き込むために価値基準が

変わる。既存の価値基準を固持するのは DX の阻害要

因となるといえる。 

 

 

図4 価値基準の変化が起る条件分類（出所：筆者作成） 

 

3.5 価値基準の違いへの対策 

DX 先進企業が取った対策としては「DX 事業にはリ

スクを取るタイプに人材を配置する」「まず小さな成

果を上げ、そのエビデンスを持って説得する」などが

共起ネットワークでの分析と符合した。 

 

3.6 DX事業の成果 

生産性の課題に対し DX による解決が期待されてい

るが、先進企業の成果は必ずしも利益や生産性に直結

していない。DXの成果・変化として売上や生産性向上

と回答した企業もあったが、UX（顧客体験）やNPS（Net 

Promoter Score）、従業員満足度の向上のほか、勉強

会など社員の自主活動の活発化や、それを受けて社と

して自主活動を容認・推進するしくみなどの変化があ

ったとの回答が多かった。財務指標の改善は最終目的

としながらも、全社的にはまだ途上にあり、顧客・社

員からのエンゲージメント向上、社員のエンパワーメ

ント、柔軟な組織や企業文化などの無形の価値が蓄積

されている段階にあると考えられる。 

 

4 考察 

以上から、DX推進を阻害するのは「価値基準」と「成

果」の2つのギャップであると結論づける。価値基準

のギャップとは既存の価値基準に囚われるジレンマ

である。成果のギャップとは、現状の成果はバランス

シートには表れない無形のケイパビリティが中心で

あり、利益の指標で測る限り最終成果に結びつかない

かもしれないというジレンマである。先進企業もこれ

を乗り越える途上にある。 

 

5 観光業界への提言 

観光市場はバブル経済後もゆるやかに拡大し、旅行

代理店や OTA の価値基準に沿うことが合理的だった

時代が続いてきた。しかし今後のビジネス環境は変化

が予想される。 

観光産業の多くの企業にとっては、漸次導入し複雑

に入り組んでしまったデジタルツールをまずは整理

することが必要だろう。優先順位としては、顧客の体

験価値の向上につながることに集中することを提案

する。社内のインフラはAPI連携などによる効率化を

図る。ただしそれはデジタライゼーションに過ぎない。 

DX の視線はこれと異なる。10 年後のビジネス環境

を具体的に想定しそこでの自社のあり姿を構想する。

その際2つのギャップをあてはめる。顧客は誰か、ホ

スピタリティとはどういうものか、稼ぎ方は。既存の

価値基準に囚われずに考える。そしてまずは将来の顧

客や従業員から支持され、変化に柔軟な組織になるこ

と、その先に利益に結び付くストーリーを構想する。

アジャイルや成果の可視化などデジタルを味方に付

ければ成功する確率を上げることができるだろう。 

DX で観光産業に必要となる能力はプログラムを書

く知識ではなく、デジタルの力でこの課題が解決でき

るのではないかと主体的に思考し、自らの業務と結び

つけることができる能力である。中小企業の多い観光

業界でも特別な DX 人材がいなくてもチャレンジは可

能である。デジタルは既存の顧客に合わないと排除す

る先入観を捨てることから始めるだけでも重要な一

歩だと考える。 
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関係人口の創出・拡大における顧客経験研究 

 −ある地方自治体と観光地域づくり法人の取組から− 

熊谷 和 

 

 本研究では、関係人口の創出・拡大における価値創造の要因について、ワ―ケーションの顧客経験価値に

着目し、S-D ロジックの視点での顧客経験研究が抱えている課題への取組として、ある地方自治体の取組と

観光地域づくり法人のワ―ケーションプログラムを対象に、インタビュー調査および S-D ロジックを基盤と

する価値共創マーケティングの 4C アプローチでの分析ならびに SCAT (Steps for Coding and Theorization)での

質的分析を行った結果、知識交流 1)による価値共創の仕組みを整えることと地域の多面的な活動人口づくり

がその要因であるという可能性が示唆された。 

 

1． はじめに 

1―1 背景 

政府は、まち・ひと・しごと創生基本方針2021（令

和３年６月18日閣議決定）（抄）にもとづき、地方創

生の３つの視点を提示した。そのうちの１つヒューマ

ン～地方へのひとの流れの創出や人材支援に着目し

た施策～として、関係人口の更なる創出・拡大を推進

している 2)。そしてこれにより、多くの地方自治体が

取組みを推進している。具体的には、内閣府の調査 3)

（調査対象：全地方公共団体（全都道府県、全市区町

村）回答状況1,763団体/1,788団体）によると、第2

期地方版総合戦略における「関係人口」の記載状況に

ついて、1,175団体が「関係人口」に関する記載があ

ると回答。また、令和2年度の「関係人口の創出・拡

大」に関する取組の実施状況について、1,171団体が

実施した（一部実施となった場合も含む）と回答して

いる。 

1―2 研究の目的 

今後も多くの自治体が取り組みを進めるものと推

測されるが、政策的な誘導だけでなく、顧客経験価値

に着目した施策推進が必要なのではないかと考える。 

そこで、ある地方都市の取組とそこに所在する観光

地域づくり法人のワ―ケーションを対象として分析

し、関係人口の創出・拡大における価値創造の要因を

探った。 

なお、ワ―ケーションを選択した理由としては、内

閣府調査（R2.6月）によると、テレワーク経験者ほど、

仕事より生活を重視するライフスタイルを好む傾向

があるため、この層が地方移住へ関心が高い層と考え

られること。 

また、観光庁によると、ワーケーションとは、「Work」

（労働）と「Vacation」（休暇）を組み合わせた造語で

ある。テレワーク等を活用し、普段の職場や自宅とは

異なる場所で仕事をしつつ、自分の時間も過ごすこと

と定義されていること。 

さらに、顧客経験概念はダイナミックで時間的文脈

に根ざすという特性を持つことが指摘されるものと

して、Heinonen et al. [2010]によると、旅行という顧

客経験は、実際に観光地を訪れたりホテルに宿泊した

りする当該旅行体験だけに縛られておらず、これまで

の旅行体験や事前の旅行プランの作成、数年後に当該

旅行の記憶を思い出すことも含まれるため 4)。 

 

2． 関係人口について 

2―1 関係人口の定義について 

 関係人口は、定住人口でも交流人口（もしくは観光

人口）でもない、地域と多様なつながりを持つ人々を

指す用語として一般的に定義されている。 

 

2―2 関係人口の規模・種類について 

 国土交通省の調査 5)によると、特定の地域に訪問し

継続的かつ多様な関わりを持つ関係人口（関係人口

（訪問系））は、全国の18歳以上の居住者のうちの約

２割弱(約1,827万人：推計値)と推計される。 

 また、種類としては訪問系と非訪問系の２つに分か

れ、そのうち前者は日常生活圏、通勤圏、業務上の支

社・営業所訪問等以外に定期的・継続的に関わりがあ

る地域があり、かつ、訪問している人（地縁・血縁的

な訪問者を除く）と定義され、直接寄与型、就労型、

参加・交流型、趣味・消費型がある。後者は、ふるさ

と納税、クラウドファンディング、地場産品等購入、

特定の地域の仕事の請け負い、情報発信、オンライン

活用と定義されている。 
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3． 顧客経験研究の課題について 

 井上（2021）によると、S-D ロジックの登場によっ

て、より包括的に顧客経験を理解しようとする研究の

蓄積が進んでいるが、顧客経験研究は、少なからず、

理論的アプローチの統合および顧客経験のダイナミ

クスの解明ならびに顧客経験と文脈価値の関係の検

討という課題を抱えていると考えられる 6)。 

 

4．  顧客経験研究の課題への取り組みについて 

4―1 分析対象について 

ある地方都市の取組とそこに所在する観光地域づく

り法人のワ―ケーションプログラムを対象とした。 

 

4―2 分析対象とした選定理由について 

2010 年から 2019 年までの訪日外国人観光客の都道

府県間の移動ルートについて、観光庁が 2010 年から

実施している訪日外国人消費動向調査をネットワー

ク分析した結果、ハブの役目を果たしていない都道府

県が判明した。 

そのような都道府県に所在しているにも関わらず、

この観光地域づくり法人は多くの集客に成功してい

ることから、その要因は地理的特性ではなく、地域特

性やワ―ケーションプログラム自体の魅力にあると

考えたためである。 

 

4―3 分析手法について 

この観光地域づくり法人の代表者にインタビュー

を実施し、地域特性やワ―ケーションプログラム等に

ついて調査した。  

また、このワ―ケーションプログラムは、この地域

に関係する企業が蓄積したナレッジ・スキルを提供す

るサービスであり、顧客の生活世界の中ではじめてそ

の価値が定義されるものであると考えたため、市場で

の交換価値ではなく、利用を通じて生まれる文脈価値

或いは利用価値を高めるための新しいマーケティン

グである価値共創マーケティングに着目した。このマ

ーケティングの戦略手法かつ分析手法である4C アプ

ローチ（contact、communication、value co-creation、value-

in-context）を活用し、この観光地域づくり法人の取組

を分析した。 

 そして、大藪（2021）「顧客経験ダイナミクスに関す

る質的研究：島村楽器株式会社が運営する音楽教室の

事例」4) を参考に、SCAT（Steps for Coding and 

Theorization）によるワ―ケーション参加者アンケート

の質的分析を実施した。 

 

5． 考察結果 

 これらの分析により、地域一体となった高い観光経

験価値の提供を行なえる体制を構築していることや、

参加者の要望に応じたプログラムを開発し、好評を博

すなど参加者と共にプログラムの開発や磨き上げを

行っていること。さらに、プログラムによる知識の移

転の試みが見受けられることなどから、このワ―ケー

ションプログラムでは、参加者と地域および観光地域

づくり法人の間で、知識創造と価値創造の連携による

価値共創が実現していると考えられる。 

 

6． 結論 

 この地方都市と観光地域づくり法人の事例研究を

通じて、関係人口の創出・拡大における価値創造の要

因は、知識交流 1)による価値共創の仕組みを整えるこ

とと地域の多面的な活動人口づくりであると考える

に至った。 
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地方自治体における観光予算割り振りの妥当性に関する考察 

～数字から読み解く戦略策定における選択と集中～ 

（江原まゆみ） 

 

 消費財の購買行動は個人ではポアソン分布、消費全体では負の二項分布になるという先行研究を観光地経

営に適用できるか、そのことにより自治体が財政投入するポイントはどこか等購買フロー図に従って数値分

解し、効率的な観光客を増やす戦略のポイントを検証した。 

 

1． 背景と問題 

人口減少が加速する中、限られた予算を適切な支出

で効果的な事業を進めていくことが求められている。

しかし観光予算は効果実証が難しく、事業予算を投じ

たことにより観光客が訪れるようになったという検

証ができない。地域経営において、行政は公平に、民

間は私的な利益を追求するのが本分で相利点を見つ

けることが難しい。 

本研究は、数学の確率的アプローチである負の二項

分布（Negative Binomial Distribution）を用いて、

観光地域経営で、行政の財政投入するポイントがどこ

か。民間の創意工夫する場所はどこかを観光客の購買

フロー図に従って数値分解していく。そのことで、効

率的な財政支出が実現できることを期待する。 

 

2. 研究方法 

森岡・今西１）は「確率思考の戦略論」でユニバーサ

ルスタジオジャパンの来場者がポアソン分布してお

り、全体として負の二項分布（NBDモデル）に近似し、

売上予測モデルとして発展させた。戦略の焦点として

認知率、配荷率、プレファランスの３つの要素が紹介

されている。戦略の焦点は、認知率、配荷率、プレフ

ァランスの３つ。この考え方を売上データや購買デー

タによる補正ができないため、図－1のように観光へ

置き換えをした。消費財はモノが動き、観光では人が

動くので、ローカルツーリズム（Local Tourism）から

LT をとり置き換えた。LT 認知率は、その地域に対す

る明確なイメージ。LT配荷率は、行きやすい目的地ま

での所要時間や交通費、予約方法、プレファランスは、

また行きたいと思う観光客満足度となる。 

観光市場の構造の大分県へ旅行するケースで分解

してみると下の図－2になる。この図は「確率思考の

戦略論１）（p.81）」から筆者が加工したもので、右上に

ある全世帯から左下に向かって、購買行動を進めるこ

とにより観光に行くという消費行動につながる。左下

の「行く」に分配される人の割合は次の数式によって

導き出すことが可能という。 

 

𝑃𝑟 =
(1 +

𝑀
𝐾
)
−𝐾

⋅ 𝛤(𝐾 + 𝑟)

𝛤(𝑟 + 1) ⋅ 𝛤(𝐾)
⋅ (

𝑀

𝑀 + 𝐾
)
𝑟

 

ｒ：自社ブランドの購入回数 

P r ：ｒ回購入される確率 

M：単位期間の平均購入回数 

Ｋ：確率分布の形状を決めるパラメータ 

 

筆者は、大分県から提供いただいたデータ２）をもと

に式(1)から得られた解により、購買フローにある LT

配荷率、LT認知率を逆算し、その答えを正しいとして、

式(1)を使わずとも公開データを組み合わせて同じよ

うなことができないかを検証する． 

 

3. 検証結果 

県外からの観光客の訪問回数から大分県観光客の

延べ利用回数を算出し、大分県を訪れたことがない日

本全体の観光客数を利用しパラメータ M：1.07932 を

出した。浸透率とパラメータMを用いてExcelのソル

バー機能から分布の形状を決めるパラメータ K：

0.01643を出し、NBDモデルの推計値P2以上4.92％、

589万人を出した。京都市のデータ３）も活用して検算

図－1 戦略の焦点（筆者作成） 

(1) 
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し、他のエリアでも適用できることがわかった。 

 

4. 考察 

大分県と２つのエリアの購買フロー変数を比較し

た（図-3左図）。別府市と由布市は、地域ブランド調

査の魅力度が公開されているので、LT認知率を置き換

えた。 

別府市の 69％という高い購入率をさらに上げるこ

とは森岡・今西（2016）によると一般的に容易ではな

い。観光客を増やすための具体的な戦略として考えら

れるのは、高い LT 認知率を最大限生かすために交通

手段と購入率をセットにした施策を行うこと等があ

る。 

由布市をみると、リピート客の割合が高いため購入

率が高い。再購入意向率が低いことからオーバーツー

リズムが観光満足度に影響していることが数値に現

れているとの推考もできる。満足度の阻害要因を見つ

け、高い購入率を活かして消費額を上げる高価格帯の

試み（ツアーや消費につながる顧客接点）を作ること。

もしくは、一度訪れたことのある人に絞って、再訪問

してもらうPR戦略をすることで、「稼ぐ観光」につな

がる可能性が高い。 

5. まとめ 

官と民のゴールは図-3 右図のように関与できるポ

イントが三角形で現すように違う。負の二項分布（NBD

モデル）は，観光分野にも適用できる可能性があり、

ただし，それには、説明変数に工夫が必要である。だ

からこそ、どの立場からも納得のいくエビデンスに基

づく政策立案（EBPM，Evidence-Based Policy Making)

が必要となる。 

なお、本論文執筆にあたり、大分県から貴重なデー

タを初めての試みでご提供いただきました。ここに感

謝の意を表します。 
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図－2 観光の購買フローと大分県の検証結果（筆者作成） 

図-3 大分県（左）別府市（中央）由布市（右）購買フロー変数の比較（左図）と官民のポイント（右図,いずれも筆者作成） 
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比叡山エリアの観光地分析と 

その他エリアとの比較による戦略策定 

南野 宏夢 

 
「文化資源」と「自然資源」を有している比叡山エリアで観光地経営を推進するには、地

域事業者が一丸となった PR や、当エリアならではの特別感のある空間や観光コンテンツの

創出等で、オンリーワンで高付加価値な観光スタイルを提供し、エリア全体のイメージの

刷新と観光価値向上につなげていく戦略が必要である。そこで、観光地経営を行う DMC が

担うべき役割に関する調査と、比叡山以外の山を観光資源として観光地経営しているエリ

アを比較することで戦略を策定する。 

1． はじめに  

1―1 研究背景 

観光地経営を各地域で推進するため、日本政府主導

で 2015 年に「日本版 DMO 候補法人登録制度」を国土交

通省観光庁に創設された。DMO は欧米の観光先進国を

中心に発展してきたが、2007 年に世界観光機関「UNWTO」

がその枠組みを定義したことで世界的に認知されるよ

うになった。 

1―2 問題意識  

これまでは各分野や産業が個別に行ってきた観光振

興を、DMO が一元的に担うことで、インバウンドを中

心とした観光客を地方に誘致し、交流人口を増やして

地域の「稼ぐ力」を引き出す。それが地域の活性化に

つながり、ひいては地域を訪れた観光客の定住を促進

していくことも重要な役割となる。この目標を実現さ

せるためには、観光に関する各種データを継続的に収

集・分析し、科学的な根拠に基づく明確なコンセプト

のもと戦略を立てることが重要である。 

また、これらの戦略を実行する「稼ぐ組織」が DMC

（Destination Management Company）と呼ばれる組織

であり、DMO が地域に観光客を誘致する法人であるの

に対し、DMC は地域を訪れる観光客に対して実際に旅

行商品を販売する法人を指す。山という非日常体験を

テンポラリーに提供するエリアで、DMC として主に観

光客の誘客に貢献してきたのが、各地の大手鉄道会社

である。歴史ある山には、世界遺産クラスの社寺や、 

自然・景観を活かしたレジャー施設があり、そこへの

アクセスも各地の鉄道会社が担っており、山内の観光

関連施設へ集客することで、これらの観光地の経済活

性化に寄与していた。近年、団体旅行の減少により、

鉄道に多くのお客様を乗せ、山内にある終着駅に届け

るビジネスモデルが崩壊しつつあり、山内でのコンテ

ンツ造成や細分化された顧客ニーズにあった商品開発

や PR を行う必要が出てきている。 

1―3 研究の目的 

 本研究は、山を観光資源とし観光地経営をする立場

にある大手鉄道会社が、DMC として稼ぎながら地域を

牽引するための戦略をあきらかにすることを目的とす

る。 

1―4 リサーチクエッション 

リサーチクエスチョンは以下の通り設定した。 

(1)比叡山エリアで鉄道会社を DMC とした観光地経営

ができるだろうか？ 

(2)DMC として観光地経営を行う上で、有効な戦略は何

か？ 

 

2． 研究方法 

2―1 データ分析 

比叡山エリア来訪者 WEB アンケート調査分析とビッ

グデータ分析の 2つの分析踏まえ、戦略策定する。 

 

 

 

 

【WEB アンケートの対象者】 

①指定メッシュコード 

下記メッシュ内に訪れたことがある人（メッシュ内で

位置情報を取得した会員） 



 

②対象期間 

直近 1年間（2021/11/1-2022/10/31） 

③対象者セグメント 

男・女／20歳～99 歳／全都道府県 

※日本在住の方（インバウンドは対象外） 

④在圏時間 

通過交通を除くことを考慮し、滞在時間 30 分以上に

限定。 

⑤除外対象者 

居住者・通勤通学者を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ビックデータ分析の対象者（ｄポイントユーザー）】 

ツール：Datawaise Area Marketer（株式会社データワ

イズ）  

概 要：8,700 万人の会員数があるドコモ d ポイント

クラブアプリの位置情報と属性データの情報を基に、

独自の AI アルゴリズムを用いて解析し算出したデー

タ（統計値）。 

加えて、今後の地域商品造成のため、他地区の類似観

光拠点の調査を行う。 

期 間：2021/12/01-2022/11/30  

類似の観光拠点は、箱根、高尾山、高野山、六甲山・

摩耶山の４エリアとした。 

2―2 インタビュー調査 

 比叡山エリアの DMC である京阪ホールディングス㈱

と高野山エリアの DMC である㈱DMC 高野山へのインタ

ビューを実施した。 

 

3． 結果 

 比叡山エリアの平均滞在時間は、エリア内での消費

が促される目安である 3時間以下となっているため、

もう 1か所訪問するエリアを構築することが急務であ

る。詳細を分析すると、比叡山東塔エリアにある根本

中堂のみしか訪問していない方が 5割以上いるため、

この方々に根本中堂のある東塔エリア以外に訪問して

もらえる拠点やコンテンツを造成することが得策であ

る。1 年間に 2 回以上比叡山エリアに訪問する方は、

約 2割しかいないため、春夏秋冬、四季毎の魅力を伝

える PR を強化することで、年度内で複数回訪問する 

リピーター獲得を目指す。 

 

４． 結論と考察 

どのエリアも、沿線での PR 強化等でのマイクロツ

ーリズムによる顧客の取り込みがメインの戦略となっ

ている。また、今後の鉄道会社各社は、少子高齢化に

よる沿線人口減少が不可避であるため、他の沿線エリ

アとの連携を強め、首都圏・関西圏の相互送客による

新しい顧客の獲得戦略が必要である。加えて、四季に

応じたコンテンツを造成することで、年間に複数回訪

れてもらうためのコンテンツ造成も必要であると考え

る。一般的に観光消費額の内訳のうち、宿泊費と飲食

費が半分以上を占めているため、いかに四季折々の自

然を生かしながら、宿泊費と飲食費の支出に繋がるよ

うな施設を整備できるかが、中長期的な課題であると

考える。比叡山エリアにおいて、6割の方が日帰りで 2

割の方が京都市内で宿泊されているため、比叡山内で

の観光消費額に繋がっていないことが課題である。来

訪者の主目的である延暦寺での特別体験を朝・夜で造

成しながら、需要開拓していくのが得策と考える。 

 

５．独自の貢献と本研究の限界 

 これまで、DMO に関する先行研究はあったが、DMC に

焦点を当てた観光地経営手法研究はなかった。DMO は、

エリアの事業者への公平な利益配分をする必要がある

ため、中立的な立場が求められ、事業者間や行政等の

連携等、ステークホルダーマネジメントの手法は先行

研究にもある。一方、DMC は「稼ぐ組織」であることが

役割であるが、団体旅行から FIT が旅行の主流となり、

旅行者の趣向が多様化している中で、細分化されたニ

ーズを汲み取り、サービスを提供し続けることが求め

られているため、「稼ぐ組織」の作り方も多様化してい

る。DMC の課題は、多様化する顧客ニーズを可視化し

きれないことにあった。そのため本研究では、ドコモ

ユーザー向けの WEB アンケートで、観光の目的や滞在

時間等の調査により現状把握を行うことと携帯電話情

報を活用し顧客動線を可視化することで、多様化する

顧客の傾向分析を行った。本研究の限界として、行動

と趣味趣向の顧客分析はできるが、どのようにマネタ

イズしていくかは、事業者の創造性に依拠するところ

であるため、手法として確立することが難しいことで

ある。顧客のワクワク感を醸成するサービスは、分析

を基にトライ＆エラーを繰り返しながら見つけていく

ものであるが、その探求については今後の課題とする。 

 

参考文献 

大社充（2018）『DMO 入門 : 官民連携のイノベーショ

ン』宣伝会議 

村山慶輔（2020）『観光再生 サステナブルな地域をつ

くる 28 のキーワード』プレジデント社 
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宿泊サービス業における 

従業員の離職メカニズム精緻化に向けての一考察 

山下 愛智 

 

 本研究では、宿泊サービス業を中心として従業員の離職意思形成、転職行動に至る要因を検討した。コロ

ナ禍直前のインバウンド活況にはじまり、コロナ禍における移動制限に伴う人員整理から、政府による全国

旅行支援キャンペーンを経、「ウィズコロナ」時代の兆しを前にして、業界の人手不足はますます深刻化し

ている。そうした状況を背景とし、企業にとって必要な人材の採用・リテンションに活用できる示唆を得る

ことを目的としてアンケート調査を実施し結果分析したところ、離職意思形成に至る要因については既存の

研究と比較して特徴的な差異は認められなかったものの、人間関係構築力が高い人材ほど将来的に離職する

可能性が高いことを示唆する結果を得た。 

 

1． はじめに 

人手不足を感じる企業の割合は“コロナ禍以降で過

去最高”という局面が続く中、正社員・非正社員それ

ぞれ不足感が顕著となっている業種として「旅館・ホ

テル」の存在が目立つ。帝国データバンクの調査によ

れば、同業種の「人手不足を感じる企業の割合」は、

2 回目の緊急事態宣言が発出された 2021 年 1月には

5.3％まで低下。そこから再び増加し続け、2022年後

半は正社員・非正社員それぞれ6割以上の企業が「人

手不足を感じる」と回答する高水準で推移している1)。 

 

2． 仮説 

先行研究等を踏まえ、離職意思形成及び離職行動に

関し、下記モデルを導出した。離職意思との関係性が

多数検証されている「職務満足」「人間関係」に加え、

Unfolding Model2)を参考とし、離職意思に影響を与え

うる「Shock」の例として「ライフイベント」「ヘッド

ハンティング」を取り上げた。 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 仮説モデル1 

 

①ホスピタリティ性向が高いと、職務満足が高まりや

すくなり、離職意思の形成が抑えられる。②人間関係

が良好であれば、離職意思形成が抑えられる。ホスピ

タリティ性向が高いと人間関係にプラスの作用があ

る。③ヘッドハンティングにより自身のリソースに対

する自負が高まると離職意思が高まる。 

 ここで「ホスピタリティ性向」とは、「人の役に立

ちたい」「相手が喜ぶことが自分の喜びである」と

いった心の持ち方を指し、業界従事者が特に強く持

つものと仮定して、本研究独自の要素として測定し

た <Study1>。 

 また、離職意思と実際の離職行動の差異を検討す

るため、下記モデルをもとに離職意思形成要因と離

職行動との関係を合わせて調査することとした 

<Study2>。 

 

 

 

 

 

 

図-2 仮説モデル2 

 

3． 研究方法 

3―1 アンケート調査 

2022年 11月 23日～12月 11日の期間、Googleフ

ォームを用いた Web アンケートを実施し、94 名から

回答を得た。うち欠損なくデータが得られた 85 件を

分析の対象とした。調査ではまず転職経験の有無を尋

ねた後、転職経験有りの群に対しては「過去の職場」

と「現在の職場」の両方について、転職経験無しの群

に対しては「現在の職場」について回答を得た。質問

人間関係

職務満足

自身のスキルに

対する自負

ホスピタリティ性向

離職意思

ライフイベント

ヘッドハンティング
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＋
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＋
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＋
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＋
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カテゴリのうち、「ライフイベント」「ヘッドハンティ

ング」については直近6か月以内におけるその有無に

ついて尋ね、「離職意思」「人間関係」他全5カテゴリ

については、リッカート・スケール による 5 肢選

択式で調査した。 

3―2 検証方法 

＜Study1＞ 回答者全員の「現在の職場」に関する

回答を分析対象とした。離職意思を結果変数とし、「人

間関係」その他6項目を説明変数として、重回帰分析

を実施した。 

＜Study2＞ 転職経験者に対する「過去の職場」に

関する回答と、転職非経験者に対する「現在の職場」

に関する回答を分析対象とした。離職行動を結果変数

とし、「離職経験あり」を1、「離職経験無し」を0と

してロジスティック回帰分析を行った。 

 

4． 結果 

4―1 信頼性分析 

 「人間関係」「職務満足」「ホスピタリティ性向」「ス

キルに対する自負」「離職意思」5つの質問カテゴリに

つき、その信頼性係数αはそれぞれ0.91, 0.89, 0.41, 

0.70, 0.87であった。 

4―2 重回帰分析の結果<Study1> 

 仮説③につき、統計的有意な結果は得られず支持さ

れなかった。仮説①及び②については、「ホスピタリ

ティ性向」に関して統計的有意な結果が得られず支持

されなかったが、「職務満足が高いと離職意思形成は

抑えられる」「人間関係が良好であれば離職意思形成

は抑えられる」という点については統計的有意な結果

が得られ、部分的に支持された。 

 カテゴリ間の相関係数は下表の通りである。 

 

 

 

 

表-1 Study1カテゴリ間相関係数 

 

4―3 ロジスティック回帰分析の結果<Study2> 

 

 

 

 

表-2 Study2 ロジスティック回帰分析結果 

 ロジスティック回帰分析の結果は表-2に示す通り

である（*：p<0.05）。 

 離職行動に対し、ライフイベントとヘッドハンティ

ングの有無の関与については統計的有意な結果が得

られなかった。職務満足についてはロジスティック回

帰係数が負であり、離職行動を抑制する要因と見るこ

とができる。一方、人間関係についてはロジスティッ

ク回帰係数が正であり、離職行動を促進する要因とな

り得る結果を示した。 

 

5． 考察・結論 

5―1 考察 

 良好な人間関係が離職行動を促進する要因となり

得ることが示唆されたことにつき、質問票で回答の対

象とした「同僚や仕事仲間との人間関係」が良好であ

っても、「上司との人間関係」について満足度が低い

場合には離職行動が促進される可能性が考えられる

ため、職務満足の項から上司に関する質問2項目を抽

出し、新たに説明変数「上司」（α=0.85）と、他の説

明変数の相関を確認した。カテゴリ間の相関係数は下

表の通りである。 

 

 

 

 

表-3 Study2カテゴリ間相関係数 

 

 結果、上司に対する満足と人間関係の間に正の相関

を確認することができ、相手に関わらず良好な関係を

作ることができる、人間関係構築力が高い人ほど離職

の可能性が高いことが示唆された。 

5―2 結論 

本研究においては、人間関係構築力が高い人ほど将

来的には離職する可能性が高いということを示唆す

る結果が得られた。今後、離職意思形成と実際の離職

行動との関係について、さらなる追跡調査が必要であ

ると考える。 

 

参考文献 

1) 株式会社帝国データバンク, 2022,「特別企画: 人
手不足に対する企業の動向調査（2022 年 10 月）」 

2) Thomas W. Lee, Terence R. Mitchell, Brooks C. 

Holtom, Linda S. McDaniel and John W. Hill, 

1999,“The Unfolding Model of Voluntary 

Turnover: A Replication and Extension” 

LE HH 人間関係 職務満足 自負 離職意思

ライフイベント 1.000

ヘッドハンティング -0.045 1.000

人間関係 0.034 -0.239 1.000

職務満足 -0.106 -0.261 0.673 1.000

スキルに対する自負 0.037 0.094 0.270 0.398 1.000

離職意思 0.001 0.244 -0.645 -0.730 -0.312 1.000

ロジスティック

回帰係数
標準誤差 p値 オッズ比

ライフイベント -0.583 0.624 -0.935 0.350

ヘッドハンティング -0.607 0.595 -1.020 0.308

人間関係 1.191 0.466 2.558 0.011 * 

職務満足 -1.452 0.532 -2.731 0.006 **

(**：p<0.01, *<0.05, .<0.1）

離職行動 LE HH 人間関係 職務満足 上司

離職行動 1.000

ライフイベント 0.000 1.000

ヘッドハンティング -0.185 -0.101 1.000

人間関係 0.151 0.101 -0.052 1.000

職務満足 -0.218 -0.086 0.119 0.483 1.000

上司 -0.284 -0.113 0.080 0.350 0.689 1.000
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鳥取県を訪れる香港人観光客の FACEBOOK 投稿分析 
及び観光地プロモーション情報発信の考察 

YANG DANNI 

本研究は、KH Coder を用いたテキストマイニングによるアプローチで、鳥取県を訪れる香港人観光客の

FACEBOOK 投稿分析を行った。その結果、鳥取県庁が香港人観光客向けに発信している情報と、香港人観

光客が知りたい情報との間にギャップがあることが明確となった。それを踏まえて、香港人観光客の行動や

嗜好に応じた鳥取観光モデルコース及びプロモーション情報発信のフレームワークを提案した。 

 

1． 研究背景・問題意識 

鳥取県は人口が最も少ない県であり、高齢化や過疎

化、コロナ禍による経済的打撃など、種々の課題に直

面している。アフターコロナの地域活性化のためには、

その策の一つとして、これまで以上に外国人観光客に

地域の魅力を伝え、旅先に選んでもらう必要がある。 

しかし、鳥取砂丘、大山などの自然から、「ゲゲゲの

鬼太郎」や「名探偵コナン」などの漫画コンテンツま

で豊富な観光資源があるにも関わらず、日本政府観光

局の「2019年都道府県訪問率ランキング」1)によると、

鳥取県の訪問率はわずか 0.5％で全国 37 位であり、

情報発信にも課題があるのではないかと考えた。 

 

2． 研究対象・研究目的 

2.1 研究対象 

本研究対象は鳥取県を訪れる香港人観光客である。

その理由は、香港人観光客観光ニーズと鳥取の観光資

源の親和性が高いこと、香港空港から鳥取米子空港ま

での直行便が週３便あるため、訪日ラボの調査 2)によ

ると、コロナ禍前の2019年に香港人観光客の消費金

額が訪日外国人の中で最も高いことが分かった。アフ

ターコロナでは、直行便が再開次第、香港人観光客の

回復が早いと推測し、本研究の対象とした。 

2.2 研究目的 

「香港人観光客の知りたい情報が、観光地の鳥取県

から発信されているか？」また、「香港人観光客に発

信すべき観光資源はどこか？」を調査することで、香

港人観光客向けのプロモーション情報発信施策を明

らかにすることを目的とする。 

  

3． 研究手法・使用データ 

3.1 研究手法 

 KH Coderを用いたテキストマイニングによるアプ

ローチでFACEBOOK投稿分析を行った。 

3.2 使用データ概要 

二つのFACEBOOK グループのデータを使用した。

「Tottori Fan Club」は香港人観光客の投稿、「鳥取

県香港」は鳥取県庁の公式投稿である。双方とも鳥

取県庁が開設・運営する主言語が広東語のグループ

で、フォロワーは各 1々.1万人と3.5万人である。 

 2018 年 1 月 1 日から 2019 年 12 月 31 日まで、

訪日観光客が最も多い時期を選びデータを収集し

た。データ総数 942 件、内訳は鳥取県庁公式投稿

が263件で、香港人観光客の投稿が679件である。 
3.3 データ収集手順 

 全データは公開されている投稿で、手動コピーによ

り収集し、絵文字削除などデータスクリーニングを行

った。また広東語から中国語簡体字、さらに日本語に

翻訳した。次に香港人観光客の投稿のみ、感想・旅程

シェア・質問・宣伝の４つに分類し、最後に全ての投

稿のエンゲージメントの数値を統計し、中央値にて高

エンゲージメントと低エンゲージメントに分類した。 

 

4． 結果 

4.1 香港人観光客が知りたい情報と鳥取県庁公式発

信情報の比較分析 

前述2グループの投稿を比較した結果、三つの

GAPが明らかになった。①「Tottori Fan Club」は

二次交通の質問が多いが、「鳥取県香港」の発信は見

られない、②「Tottori Fan Club」は定番の観光資源

の投稿が多いが、「鳥取県香港」はそのような発信が

少なく期間限定イベントの発信が多い、③「「Tottori 
Fan Club」は「蛍」に関する投稿数はゼロに対し

て、「鳥取県香港」は2年間で総投稿件数の13％、

36件も発信している、の三つである。 

4.2 比較分析の考察 

 以上の分析より、香港人観光客の移動手段の不安を

解消するための二次交通や、香港人観光客が知りたい

定番観光資源の発信が不十分であることが明らかに

なった。質問投稿は訪問確率が高いと考えられるため、

今後のプロモーション情報発信施策として、公共交通

手段・正確な時刻表や定番観光資源等の情報発信を最

優先に位置づけ、訪問のイメージをより具体的にし、

観光客の不安を取り除く必要があると考える。 
4.3 香港人観光客の行動・嗜好の分析 

4.3.1 香港人観光客の観光目的 

 香港人観光客に発信すべき観光資源を明確にする

ため、観光目的を調査した。観光客投稿から「感想」

に分類された381件のデータを抽出し分析を行った。 
香港人観光客の投稿を図−１のように、「見る」・
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「食べる」・「移動する」・「泊まる」・「買う」の５種

類に分けたところ、「見る」が49％で最多であっ

た。従って、以下の分析は「観光資源」に的を絞り

行っていく。 

 
図−１ 香港人観光客の観光目的 

4.3.2 香港人観光客の行動と嗜好 
 香港人観光客投稿の「感想」381件と「旅程シェア」

49件の計 430件を抽出し分析を行った。エンケージ

メントと投稿数の軸で投稿された観光資源を図−２の

ように分類した。分類の経緯は以下のようになる。 

 

図−２香港人観光客行動・嗜好の分析  

まず投稿数が多くエンゲージメントが高い第一象限

の「定番観光スポット」を抽出し、地図にプロット

した。図−３の通り、定番観光スポットは西部に集中

し、米子空港に起因すると考えた。また東部には鳥

取砂丘しかなく、西部から東部への移動は長時間を

要するため、東部の満足度向上のためには鳥取砂丘

付近に「ついで観光スポット」の提案が必要であ

る。そこで、投稿数が少ないがエンゲージメントの

高い第二象限の「穴場観光スポット」から鳥取砂丘

付近に絞り、賀露市場などを「ついで観光スポッ

ト」とした。続いて投稿数が多いがエンゲージメン

トが低い第三象限と、投稿数が少なくエンゲージメ

ントも低い第四象限の観光スポットを分類した。

 
図−３香港人観光客定番観光スポット  

4.4 香港人観光客の行動・嗜好の考察 

4.4.1 プロモーション情報発信フレームワーク提案 

第一象限は「成熟した観光スポット」で人気な定

番コース、第二象限は穴場スポットであり、ついで

観光スポットはここから抽出する。この第一・二象

限よりモデルコースを抽出し、来訪者を増やすため

の Step１とする。また鳥取のように交通が不便な

地方は直行便が貴重な資源であり、リピーターの創

出のための Step２として、第三象限から新しい人

気スポットを作り続ける必要がある。さらに穴場が

知られることにより、穴場ではなくなる可能性があ

り、第四象限から育てる Step３も必要である。こ

れにより再び新しいモデルコースが提案でき、サイ

クルを回すことが可能になる。    

 
図−４ プロモーション情報発信フレームワーク 

4.4.2 香港人観光客に情報発信すべき観光資源【モデ

ルコース提案】 

上記フレームワークに従い、香港人に情報発信すべ

き観光資源のモデルコースを作成した。鳥取砂丘付近

に「ついで観光スポット」を追加し、観光客の満足度

が向上する他、観光地の収入増加にも繋がると考える。 

 
図−５ 香港人観光客向けのモデルコース 

 
5. 本研究の意義と限界 

本研究で提示した情報発信コースフレームワーク

は、モデル化して横展開可能と考えられ、これは独自

の貢献である。例えば、①鳥取県以外の地方観光地、

②香港人以外の観光客、③FACEBOOK 以外のSNS
投稿に展開できる。なお、本研究は投稿者の年齢・性

別が不明で分析に限界があり、今後の課題と考える。 

 

参考文献 

1) 日本政府観光局
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持続可能な地域に資する観光の貢献 

～観光列車による地域活性化～ 

竹内 ゆう子 

 

鉄道会社が導入している観光列車は、沿線地域の活性化にプラスとなる要因があるとの仮説をたて、全国

の 8 つの観光列車について鉄道会社と沿線地域の双方に半構造化インタビューを行い、観光列車による地域

への効果を検証した。鉄道会社と沿線地域との関係性は８つの要因に集約でき、路線特性により地域への効

果が異なることを明らかにした。これら分析結果を踏まえ、観光列車による地域活性化の方策を提言した。 

 

1． 研究の背景及び目的 

近年、観光列車とよばれる観光要素を内包したデザ

イン性の高い車両で運行する列車が増え、現在では

150以上もの観光列車が国内に存在する。 

しかし、鉄道会社は地方路線を中心に赤字路線の廃

止論が出るなど、決して芳しいとはいえない状況にお

かれている。このような状況下でも観光列車を運行す

る要因は一体何か、という点を疑問に思った。 

先行研究では、宇都宮（2016）「地域公共交通とソー

シャル・キャピタルの関連性 1）」、藤田（2019）「観光

列車の導入による地域経済への効果とその課題 2)」な

どがあるが、経済効果やソーシャル・キャピタルの醸

成以外にも、観光列車が増加している理由として鉄道

会社や地域にとって観光列車がプラスとなる要因が

他にも存在するのではないかと仮定し、「観光列車は

地域にどのような効果があるのか。」をリサーチクエ

スチョンとして、本研究を行った。 

2． 研究方法 

研究方法は、鉄道会社と、地域（DMO、自治体、観光

事業者、地域住民など）それぞれに半構造化インタビ

ューを実施した。研究対象は、クルーズトレイン

（a,b,c）および一般的な観光列車（A,B,C,D,E）とし

た。インタビューの質問内容は、観光列車について 8

問、そして観光列車と地域との関係、沿線地域との連

携に関するものが9問である。 

インタビューの内容を、質的テキスト分析法 3)を用

いて分析を行い、コード化したテキストにメモをつけ、

カテゴリ―、サブカテゴリ―に分けて共通項の抽出を

行った。 

3． 分析結果 

3-1.要因の抽出 

共通項の抽出の結果、以下の図1に示す8つの要

因が抽出され、インタビューで出現回数が多かった

順に、1から8に並べた。各要因が、他の要因と関連

しており、最終的に⑦地域アイデンティティ、⑧地

域へのインパクトにつながっていくという関係性が

把握できた。 

図1「観光列車が地域活性化をもたらす要因」 

3-2.クルーズトレインの分析 

クルーズトレインを分析したところ、鉄道会社と地

域側の両方から⑧地域へのインパクトとなる地域ブ

ランドの創出という結果を得た。また、②地域文化の

活用や、③住民の貢献として、駅や沿線でのお見送り

お出迎えなどのおもてなしにも共通の認識があった。 

しかし、それ以外の要因は特定できず、各要因のつな

がりもみることはできなかった。 

3-3.観光列車の分析 

通常の路線を運行する観光列車5本（A,B,C,D,E）

を分析したところ、全ての観光列車においてメディ

ア露出や広告効果といった①話題性及び②地域文化

とのつながりを抽出した。 

次に観光列車別にみると、AおよびBの2つの列車

は、鉄道会社、地域側共に③住民貢献をはじめ、④

地域と鉄道会社の密着度、⑤関係性の構築、⑥地域

と鉄道会社の共有認識があり、⑦地域アイデンティ

ティ、⑧地域へのインパクトといったすべての要因

が抽出された。 

一方C,D,Eの3つの観光列車は鉄道会社、沿線地

域でそれぞれ異なったものとなり、共通の要因が抽
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出できない結果となった。これらの3つの列車につ

いては、鉄道会社からの要因は比較的多く抽出でき

たものの、地域側は連携の認識が薄く、業務上の連

携のみという回答など、住民や地域への効果、影響

はみえない結果となった。 

4． 考察 

多くの要因が抽出された2つの観光列車（A,B）と、

地域への効果があまり見られなかった 3 つの観光列

車（C,D,E）における違いはどのような点なのかについ

て、考察を行った。 

多くの要因が抽出された観光列車の地域からは、

「乗車率が減っているなど何か問題が出た時には地

域側にも問題があるように感じる。鉄道会社と一緒に

解決したい。」といった回答があるなど、地域が観光

列車を自分事化して考え、観光列車への関与に積極的

であることがわかった。 

一方、要因があまりみられなかった観光列車の地域

側からは、「せっかくの観光列車なのでもう少し頑張

ってほしい。何か仕掛けづくりがあれば協力をした

い。」といった回答のように、必要があれば連携する

という受動的な姿勢がみられた。 

 以上のことから、「観光列車は地域にどのような効

果があるのか。」という本研究の問いに対しては、共

通する要因として、話題性と地域文化の活用があげら

れる。 

 次に、下記の図2に示す観光列車と地域との関係性

や地域の関わり方によって異なる効果について述べ

る。 

「Ⅰ：地域と鉄道会社の関係性が強く、地域が能動

的」である場合は、観光列車A,Bのように地域アイデ

ンティティの創出や新規事業、新たな商品開発につな

がるという効果があることがわかった。 

一方で、「Ⅱ：地域が受動的で地域と鉄道会社の関係

性が弱い」場合は、観光列車C,D,Eのように地域への

他の効果はみられない結果となった。 

図2「地域と鉄道会社の関係性と効果の出現」 

5． 独自の貢献 

 図2で示したⅡがⅠとなり、観光列車による地域活

性化を図るにはどうしたらいいのか、を検討する。 

まず、鉄道会社は、地域の人を巻き込み、地域と一

緒に取組むことが大切になるといえる。事業者間の関

係のみならず、地域住民などにも積極的に関与しても

らう機会を設けることで、地域全体で観光列車を自分

事化して盛り上げ、関係性を構築し、地域の人と協働

していくことが大切であると考える。 

一方、地域側は、観光列車を地域主導でつくりたい、

といった気持ちで積極的に取り組む姿勢が大切にな

る。例えば、乗客が観光列車から下車したのち、地域

を回遊できるよう観光客の受け入れを駅で終わらせ

ずに地域につなげて波及させていくことで、観光列車

が地域全体への起爆剤となることが期待できる。 

本研究は、複数地域の観光列車に関して、鉄道会社

と地域側の両面からインタビュー調査を行った初め

ての研究である。そして、観光列車はその地域固有の

価値である自然や文化、資源などを活かす手段として

重要な役割であることを示した。更に、地域活性化に

おける地域の能動的活動の重要性を明らかにした。 

6． 本研究の限界 

 先に示したクルーズトレインの分析においては、②

地域文化の活用、②住民の貢献、⑧ブランド創出効果

は確認できたものの、それ以外の要因は事業者ごとに

異なる結果となった。これは、クルーズトレインは鉄

道会社のコンセプトが確立しており、ブランドイメー

ジを守るために綿密な事業連携を行っていることや、

運行地域が複数の都道府県にまたがるため、特定の地

域との深い連携は難しいのではないかと推察する。 

しかし、より多くの沿線事業者へインタビューを行

うことで情報を補完し、改めてクルーズトレインの地

域への効果をいずれ検証してみたいと考えている。 
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観光経営科学コース 

アドベンチャーツーリズムにおいて、 
通訳ガイドは,訪日旅行者の顧客満足度をどのように高めているか 

〜サービスマーケティングの手法を応用〜 
藤本 賢司 

 

アドベンチャーツーリズム(以下 AT)は、観光産業の中でもとりわけ成長性が高い分野として、近年注目を

集めている。AT においてガイドの役割は重要で、質の高いガイドを養成するニーズが高まっている。 

 本研究では、訪日旅行者のレビューを分析することで、通訳ガイドが顧客の満足度にどのような影響を与

えているかを明らかにした。また、サービスマーケティングの手法を用いてガイドのスキルセットと比較す

ることで、そのメカニズムやガイドの効果的な活用方法を説明することを試みた。 

1. はじめに 

1―1 研究の背景とリサーチクエッション 

著者自身 15 年以上のガイド・添乗業務経験から、

ガイドが顧客体験を向上させる現場を目の当たりに

してきた。そのメカニズムを客観的に分析し、ガイ

ドによる顧客満足度向上を最大化するための手法を

明らかにし、ガイドの効果的な活用法を明らかにし、

ガイドの活躍の場を増やしたいと考えた。 

1―2 ガイドがもたらす顧客経験とガイドスキルセ

ット 

ガイドを依頼する訪日旅行者にとって、ガイドは

長い時間を過ごす日本・訪問地における代表的な対

境担当者であり、訪日旅行者の印象を大きく左右す

る。旅行の体験価値は、ガイドの質によって大きく

変わる。 

 優秀な通訳ガイドの実践からコンピテンシーモデ

ルで導き出した、ガイドに求められる 25 のスキルセ

ット(5領域)と行動基準があり、非常に有用である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 一般社団法人インバウンドガイド協会ガイドスキルマップ 

1―3 アドベンチャーツーリズム(AT) 

「アクティビティ・自然・文化体験」の３要素の

内２つ以上で構成される旅行であり、旅行を通じて 

 

 

「自己変革や成長の実現」を目的とする特徴があ

る。欧米を中心に増えており、質の高い AT の実現に

は質の高いガイドの存在・養成が重要となっている。 

２. 調査方法 

2―1 富士登山者へのプレ調査 

 ガイド無しで富士山に登頂した人11名(6組)と、ガ

イド付きツアーに参加して富士山に登頂した 7 名(3

組)に、満足度を調査する半構造化インタビューを対

面・電話で行った。 

2―2 伏見稲荷と祇園のガイド有無のレビュー比較 

著者主催の伏見稲荷ガイドツアー参加者のレビュ

ー384 件を、同時期にガイド無しで伏見稲荷に訪れた

人のランダム抽出したトリップアドバイザーのレビ

ューのキーワードを比較分析した。同様の手法で、

著者主催の祇園のガイドツアー参加者161件のレビュ

ーをガイドなし参加者のものとの比較分析も行った。 

2―3 低評価レビューの分析 

ガイドツアー参加者の低評価レビューの質的分析

を行ない、低評価につながった要素を考察した。 

またガイド無し参加者のレビューの中で、伏見稲

荷・祇園の２ヶ所の低・中・高評価のそれぞれのレ

ビュー群の比較を、キーワード分析により行った。 

３. 分析結果と考察 

3―1 富士山登頂者はいずれも満足 

登頂した人は、今回の富士登山に対して全員満足

をしており、ガイドの有無に満足度において優位な

差は見られなかった。 

場所・対象に魅力が内在しているものや、達成す

ることに価値があるものは、たとえガイドがいなく

ても、旅行者は十分に満足するものだと推察できる。 
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3―2 伏見稲荷・祇園でガイドの有無の違い 

伏見稲荷において、ガイドの有無でレビューの頻

出キーワード(形容詞)に顕著な違いが図2のように現

れた。祇園のレビューでも同様の結果が出た。 

       

(ガイド付き)            (ガイドなし)     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 伏見稲荷訪問者のレビュー比較 KH-CORDERにより著者作成 

 

ガイド付きはGreatが非常に多く、ガイドに対する

knowledgeable、friendlyなどのワードが上位にきた。

local, interesting, specialなどのワードも目立った。 

一方、ガイドなしは beautiful、worth(visiting)な

どの景観などを誉めるワードが上位で、busy, crowded

やearlyなどの混雑振りや助言的なワードも目立った。 

 

 一方、形容詞以外のワードでガイドの有無で顕著

な違いが現れたものが、下記の図3である。 

 

 

 

 

 

 

図3 伏見稲荷訪問者のレビューの頻出             

出             ワード 。KH-CORDERにより著者作成 

 

 

ガイド付きの旅行者の方がより学び、歴史や物語

を感じている。そこにはそれらを説明・共有をして、

質問に答えてくれるガイドの存在が読み取れる。自

分達だけで行った旅行者の興味の対象は、写真や景

観の美しさが多く、広がりが少ないと推察できる。 

 

3―3 ガイドが顧客にもたらす価値 

ガイドが価値を提供できていないケースとして、

ガイド付きの低評価レビューを分析すると、一定の

金額を払いガイドを頼んだことの期待値を、ガイド

の知識(技術スキル)や振る舞い(対人スキル)が大き

く下回ることで、失望という形で現れているケース

が多かった。また、伏見稲荷・祇園いずれにおいて

も文化的意味や背景がわからないので、解説が欲し

かった、ガイドを頼めばよかったというコメントも

低評価レビューの中にいくつか見られた。 

一方、ガイドなしではbeautifulやniceなどの場所

に対する肯定的なワードが低〜高評価レビュー群全

てで上位に並び、頻出ワードでは有意な差がなかっ

た。同じ場所で同じものを見ても、感じ方が異なる

層が存在しているようだ。逆にガイドの価値とは視

野を広げ、楽しみ方を伝えている事だとも言える。 

 

４. 結論  

ガイドが旅行者の顧客価値を最大化するメカニズ

ムを説明するのに、サービスマーケティングの枠組

みを適用し「フロントサイドでガイドが顧客の旅体

験をカスタマイズして、体験を個人化することで満

足度が上がる」ということが、AT のガイド現場にお

いて一定の説得力があることがわかった。 

そして、ガイドがその機能をより発揮するために、

「①ガイドの質の高さ」と、「②ガイドの働く環境の

整備」の２つが大切であるとわかった。 

 ①は、ガイドスキルセットに呼応し多岐にわたる

スキルだが、大きく技術スキルと対人スキルに分け

られる。②は、サービスの劇場アプローチ(Grove and 

Fisk 1983,Grove,Fisk and John 2000)を適用し、ガイド

もバックオフィスからのサポートと十分な権限委譲

が高い方が、ガイドのパフォーマンス発揮に大切だ

ということが、レビュー分析からわかった。 

 

５. 今後の課題 

 質の高いガイドが適切に振る舞うことで、旅行者

の顧客価値が高まることや、ガイドスキルの要素は

わかったが、具体的にどのガイドスキルが高評価に

つながったかの因果関係までは導きだせなかった。

レビュー上のワードをスキル毎の関連度で振り分け

て、主成分分析を行うなど研究の余地がありそうだ。  

また、そもそもガイドを頼む層と頼まない層はセ

グメントが異なるので、ガイドを頼まない人にガイ

ド付きの魅力を伝えていくことは大きな課題である。 
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欧州、自転車活用先進国ドイツのサイクルツーリズムの現状から 

ミュンヘン郊外での実体験を通じ得たもの 

(先行研究の実証から、普遍性と必須要件の確認と再考とその先) 

（髙畑岳司） 

 

 旅は、同時・消滅・無形・異質性のサービス体験、様々なユーザーエクスペリエンスの連続。日常から切

替る体感の現場では、認識共有の出来るユーザーインターフェースが鍵。一方、単なるインフラ策に終始す

るだけではなく、旅そのもの：利用者・提供者の思考・経験に基づく期待の実現とこれに優る新たな価値創

造、実現こそが今後の日本のサイクルツーリズムの発展へ繋がるのを検討する 

1． はじめに 

1―1 概要 

先ず「自転車」とは、肯定的な解釈では誰もが身近に

幼少時より慣れ親しんだ存在である。一方、交通車両

(法規順守の対象)、また、天候・地形・体力ほか条件

の影響を受けることが大きい。次に「サイクルツーリ

ズム」とは「サイクリング」と「ツーリズム」が合体

した造語、「生活圏ではない地域」を訪れ、自転車で走

ることと定義 ３)。さらに、①自転車に乗ることが主た

る目的:サイクリングロード走行、②旅行・レジャー

が主たる目的で自転車を利用:観光地・名所巡り「二

次交通手段」(レンタサイクル)、③自転車イベント:

プロ競技大会開催・観戦、また、①②③各々の組み合

わせが存在する。また、スポーツツーリズムの一つで

もある５) 。今後日本におけるサイクルツーリズムの

在り方、とりまく現状、行政・関連規制・教育の補完、

必要性をドイツの状況と照らし合わせて検討する。 

1―2 先行研究の照会と提言・実例の検証 

先行研究を二つ、卯月盛夫・Susanne ELFFERDING両氏

「ドイツの長距離自転車道と自転車ツーリズムの実

態分析から見た整備・運営方法のあり方」(2007)、藤

本芳一氏「サイクルツーリズムの進め方自転車でつく

る豊かな地域」(2019)あげる。前者は、サイクルツー

リズムを、長距離自転車道の運営を中心に十分なデー

タ収集と都市工学研究者の立場から探究、教示がされ、

後者は、この進め方をサイクリスト・実践者として具

体的提言、海外(ドイツ)事例の実地検証がされている。

従って、これらを基に研究発表から時間の経過した現

在のドイツの状況の検証と併せ、自転車に対する基本

的な環境からみえる新たな知見への繋がり、実際に現

地での走行を通じての気付きから探究へと進める。 

2． 目的 

2―1 背景・問題意識(サイクルツーリズムを取り巻 

く状況） 

現在、日本国内のサイクルツーリズムを取り巻く状況

は大方、SDGs(環境・持続・健康)、少子高齢化・健康 

長寿、地域活性の見地から追い風となっている。一方、

持続性、継続可能、定着化、結実(一過性ではない)、

オリジナル性の重視には道半ば、何に重きを為し、何

から、どうしたら良いか、は更に深掘りの必要がある。 

2―2 リサーチクエスチョン 

次にあげる二点から検討していく。①先行研究が主

(ハード:インフラ面を中心に)としては触れていない

アプローチ(ソフトへ繋がる:ヒューマンインタフェ

ースの在り方の遡求、伝播性)の探究とその有無の確

認、②先行研究の発表より、時間が経過し現在のデー

タ値の推移と現場状況の整合と確認 

2―3 チェック 

現地での細部までのチェック、リサーチクエスチョン

との突き合わせが肝要であり、視点としてハードから

ソフトへとつながる起点、サービスへの誘因、素地の

気付きの発見を意識、且つユーザーエクスペリエンス

の積み重ね、現場での反復と徹底が観察で重要となる。 

3． 方法 

3―1 フィールドワーク、エスノグラフィとカスタマ

ージャーニー 

サイクルツーリズム参加者が如何に、どう感じ、何を

楽しんでいるか、起点・きっかけ・ 理由、意識・行動、

ディスティネーションへの関わり・目的、資源(文化・

自然)特徴のポイント・全体を直接体験・考察。しかし、

観察者の主観・独断に陥る可能性が大きい為、客観的

資料にADFC(Allgemeiner Deutscher Fahrrad-Club e. 

V.社団法人・一般ドイツ自転車クラブ)作成、分析レ

ポートの活用。また、現地のサイクリストへのインタ

ビュー、ADFC職員へのインタビュー確認も実施。 

3―2 ドイツ人と旅行と自転車 

ドイツ人は休暇旅行を年間の最優先行事に位置付け、

余暇を楽しむのは人生計画が整い、家庭生活と仕事の
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両立の社会的証明、人生を楽しむ為の最も大切な要素

の一つと認識する。また、日常生活では定期的に自転

車に乗り、移動・旅行・スポーツで活用する。６) 

3―3 ドイツにおけるサイクルツーリズムの存在 

経済面では、総売上高120億ユーロ、観光業における 

付加価値全体の約12%を占め、主に中小企業、地域経

済の発展の重要な柱、特に地方のルートの約75%が農

村地域を通り、宿泊・飲食店・レジャー施設、小売店

などの大切な収入源となっている。７)  

3―4 ADFC自転車旅行調査 

 

 

以下、各種データ（旅行者に対する） 

・サイクルツーリズムの動機 

・目的地をどのように知ったか、目的へのアクセス 

・旅行期間・宿泊先、年齢・同伴者、性別 

・自転車の種類（電動自転車の使用理由） 

・旅行計画時、旅行中（情報源・ツール） 

結果、カスタマージャーニーマップとペルソナ設定 

 

 

4． 考察と結果 

主たる調査エリアの選定：事由と特徴 

Oberbayern（バイエルン州南東部）中心に Munichと

Murnauを起点に、鉄道利用と自宅から自転車の直接ア

クセス。アルプス山麓、国内外で人気と個性ある観光

地が複数所在、多くの観光客とサイクリストが訪れる 

実走からの実装の所感（独日の実走から比較）として 

外出時、他のステイクホルダーとの関係、走行時、に

おける、体感と気付きの整理 

再考と原点回帰から、自転車に乗るコトの楽しみと条

件とバランス、ストレスフリーの各疎外要因を内省 

5． 独自の貢献 

課題と提言 

ドイツと日本の自転車を取り巻く環境の違いから、基

本的な絶対条件（国土の地理・気象条件ほか）と人的

条件を踏まえ、これからの日本のサイクルツーリズム

に対する提言 

① 国土における可住エリアの違い他対応の為、電動

自転車の導入促進策の推進：税制・保険対応策 

② 日本全体（特に都市部）の自転車に対する認識、

ステータス・マナー向上、ルール遵守促進策 

③ インフラ整備の再考（ユーザーインターフェー

スの見地、利用者視線から細部まで） 

④ 休暇の過ごし方・在り方に対して、自転車の存

在の再認識・アピール、手段から目的への昇華・

ライフスタイルの提案：自転車と共にある暮ら

し、標語『No bike ,No life』時代の先端に、

新しい価値創造の展開へ 

トップダウンの再考、創造的なボトムアップへ、素

地の醸成から持続可能、文化へ進展することを望む。 
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ADFC分析調査フロー サイクリング全般：ドイツ⼈は⾃転⾞に
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ホテルの無形資産（非財務資本）の解釈と 

その情報開示手法に関する考察 

―ホテル事業版ＳＲ＆ＣＲフォーマット構築に向けてー 

本田 路子 

 

 企業価値の決定因子が無形資産（非財務資本）に移行している。本研究の目的はホテルを対象とし，持続

的成長に不可欠な経営資源としての非財務資本を抽出し，その価値創造プロセスを可視化することである。

研究の結果，ホテルの最も重要な資源は固定客（社会・関係資本）であり，その獲得・維持・展開が持続的成

長を支えることを把握した。また，その一連の活動を評価する KPIについては損益計算書上の費用項目や客

室単価など既存の KPIだけでは不十分である可能性を確認したため，今後収集するべき KPIを提案した。 

 

1．はじめに：研究の背景とねらい 

「第四次産業革命」すなわち経済のサービス化を契

機として企業価値の決定因子が財務諸表に表れない

無形資産（非財務資本）に移行している。自社の競争

力の源泉を把握し，そこに優先的に投資が促進される

環境を整えることは，特に低労働生産性が指摘される

労働集約型のサービス事業会社に期待されるところ

である。本研究ではその象徴としてホテル業を対象と

し，ホテルの非財務資本の具体的内容とその収益化ス

トーリーを可視化することに取り組む。ホテル業界の

現状はこうした議論が未成熟であり，結果としてコモ

ディティ化，低価格競争等の遠因となるという問題意

識を持つ。ホテルにとって重要な非財務資本への投資

が会計上は費用計上されるために非合理的に削減さ

れるリスクが懸念される。 

 

2．先行研究 

ホテルを対象とした研究ではいずれも無形資産を

知的資本と捉え，更にそれは人的資本，構造資本，関

係資本の3つの資本で構成されるとして，それら資本

の認識と業績への影響についての研究が蓄積されて

おり，知的資本が業績にプラスの影響を及ぼすことが

指摘されている。知的資本の把握と分析には財務デー

タを使用するVAICモデル(1)が活用されている(2)が，例

えば付加価値額を総人件費で除した数値で人的資本

の効率性を把握する手法は，なぜ効率性が高まるのか

という要因を探索するために追加的な調査や専門的

な洞察を要するものであり情報のブラックボックス

状態を解消しにくい。また，同モデルではホテルの資

本集約的な性質を補うため純資産を対応させている。 

 

3．研究方法 

リサーチ・クエスチョンはホテルの重要な非財務資

本の獲得・維持・展開にかかる活動及びそこに必要な

投資内容（コスト）の把握である。供給量の制約や供

給サービスの非保存性等のホテル事業特性をふまえ

れば，最も重要な非財務資本は固定客であると考えら

れる。また，その獲得・維持・展開に投じられる投資

内容は日々費用計上される項目の中に，そして収益化

までの一連の活動の成果は平均客室単価等のホテル

業界で用いられる KPI に表出するという仮説に基づ

き，先ずホテルの有形無形のあらゆる経営資源を国際

統合報告書評議会(3)が定義する 6つの資本（財務資本，

製造資本，知的資本，人的資本，社会・関係資本，自

然資本）に分類した。この分類では資金等を指す財務

資本及び設備等を指す製造資本を含むため資本集約

性と労働集約性を併せ持つホテルの特性を網羅でき

ると考えた。次にホテルの経営戦略及びそれを実現す

るために重要視する活動とその成果を測る KPI 等に

ついて，カテゴリー（宿泊特化型・高級リゾート・高

級シティ）の異なる3つのホテルの経営者への半構造

インタビュー内容を実施した。その内容をSCAT分析

して 6つの資本に捉え直し，資本の内容と資本間の関

係，KPIを整理した。KPIについては平均客室単価等

の定量データの提供を受け，収益化ストーリーに基づ

く仮説に沿って単回帰分析を行った。これらを可視化

するフォーマットとしては，戦略的資源・帰結報告書

（ Strategic Resources & Consequences Report, 以下

SR&CR）(4)を採用する。これは企業の競争力の源泉と

しての戦略的資源に着目し，それを獲得・維持・展開

する企業活動とその成果を定量・定性データを組み合

わせて可視化するため，直感的に把握しやすい。 

 

4．研究結果と考察 

研究結果を SR&CR に反映する。そこでは戦略的資

源の開発及びその投資額，戦略的資源の保持・刷新（リ

スクへの対処），収益への道筋としての戦略的資源の

展開，そして創造価値が明記される。このプロセスを
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経ることによって 6 つの資本の蓄積と活用の具体的

な姿を端的に表現でき，ホテルごとの経営戦略の独自

性が見えてくる。 

4-1 戦略的資源 

 ホテルのカテゴリーや経営形態に関わらず，ホテル

の戦略的資源は固定客（社会・関係資本）である。自

社のホテルを積極的に選択してくれるこうした客層

と長期的で良好な関係性を構築することで将来的に

価格と稼働率の両方を上昇させるという収益化スト

ーリーは共通である。 

4-2 戦略的資源の開発及び投資内容 

戦略的資源である固定客を獲得するためにいずれ

のホテルも新規顧客獲得と既存客維持のためのマー

ケティング及びサービスノウハウの修練（知的資本），

従業員の能力向上（人的資本），施設設備（製造資本）

に投資される。設備投資について，宿泊特化型ホテル

では省人化を目的とし，リゾートホテル及びシティホ

テルでは顧客の知覚価値，知覚品質に大きく影響する

要素として，すなわち，客室単価を高水準で維持する

ために重要視される。また知的資本に関して，特にリ

ゾートは，距離と価格の心理的な壁を顧客に乗り越え

てもらうための活動が重視され，ホテルを目的地化す

るために誘致した海外の著名レストランへのロイヤ

リティ及び高級ホテルの国際コンソーシアムへの加

盟料等もマーケティング費の中に含まれるなど，ホテ

ルごとの特色も見られる。 

4-3 戦略的資源の保持・刷新（リスク） 

提供サービスコンテンツに制約がある宿泊特化型

ホテルの場合はコモディティ化が大きな脅威となる

ため宿泊だけではなく付加的な体験の提供を目指し

ている。リゾート，シティホテルは異質な客層が混在

することによる脱顧客がリスク視されるため価格管

理が重視される。また長期にわたる経営期間中，首尾

一貫したサービスを提供し続けるために所有・経営・

運営会社の適切な意思疎通も重要視される。 

4-4 戦略的資源の展開（収益化への道筋） 

いずれのホテルも顧客接点（知的資本，人的資本，

社会・関係資本の相互作用）の充実を掲げる。顧客接

点において顧客の顕在・潜在的ニーズを把握し，価値

共創を成功させることで顧客の自発的な消費促進が

期待される。その顧客接点を担う従業員のスキルと意

欲の高さは不可欠であり，それを促進するため，労働

環境の改善，キャリア開発支援などが取り組まれる。 

4-5 創造価値 

以上のような収益化ストーリーの結果として創出

された価値の認識については営業キャッシュフロー

をベースに，4-2 で触れた戦略的資源の開発に投じら

れたコストを足し戻し，省人化と顧客の知覚価値・知

覚品質に関わる設備投資以外の資本的支出と株主資

本コストを控除する。更に，戦略的資源としての固定

客を資産と見做し，固定客の生涯価値もしくは現在価

値の変動も明記する。 

4-6 KPI 

KPIについては，顧客満足度の高さ（日本版顧客満足

度指数 JCSIスコア）がGOP（売上総利益）を上昇さ

せるという仮説及びマーケティング活動によって

ADR が上昇するという仮説に対して統計的に有意

（p<0.05）な結果を得たが，想定した結果を得られな

いものも複数あった。ごく限られたデータ数（n=5）に

よって得た結果であり継続的なデータの蓄積と検証

が必要だが，今後収集するべきKPIとしては，固定客

の割合，平均売上等と顧客接点の充実度を測るものと

してのトランザクション数（顧客滞在中の有料無料の

消費活動の数）等が挙げられる。以上の結果と考察を

ふまえたアウトプットを示す（図 1）。 

 

図1 リゾートホテルのSR&CR（筆者作成） 

 

5．独自の貢献と今後の研究方針 

 非財務資本の情報開示方法について必要性が指摘

される比較可能なフォーマットの拡充に貢献するも

のである。これはホテル業界における非財務資本の把

握・活用を促進する契機になり得る。今後も更なるホ

テル事例の蓄積とKPIの集約を目指し，ホテルの協力

を得ながら研究を継続したい。 
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サービスデザインにおける対話的組織開発の果たす役割 

西岡 亜矢子 

 

  顧客ニーズが多様化し流動的である環境では、顧客志向のサービスデザインを構築していく必要性があ

る。サービスデザインにおいて、従来の診断的組織開発ではなく、対話的組織開発がどのような役割を果た

すのか、自発的関与を促進した企業でのアクションリサーチ事例をもとに紹介する。 
 

 
1． はじめに 

1-1サービスデザインにおける組織課題 

サービスデザインとは、ビジネスを顧客の視点から

体系的に編成する取り組みであり、企業と顧客のイン

タラクションのあらゆる局⾯で、快適な顧客経験価値

を提供することである（Klaar, 2014, 訳p.17)。 

サービスデザインにおける組織課題として、内部の

連携や協力の不足、縦割り組織、顧客中心の組織が構

築できていない、といった点が挙げられる。 

これらは対話型組織開発によってクリアできる課題

であると考える。 

1-2 対話的組織開発 

従来の診断的組織開発は、企業の行動形態における

ベストプラクティスを外部から導入することには適

している一方で、組織メンバーの変革に対する意識や

マインドセットの変化にはつながりにくく、組織独自

の変革を継続的にする組織メンバーの学習能力も高

まりにくい。 

一方、対話型組織開発は「対話」を通して、自分たち

で課題を認識し、変化を作り出していくことを重視す

るため、計画に沿って変革が進められるのではなく、

主体的な取り組みとして進められる。お互いの背景や

考えを理解し合い、全員で目指す姿を共有し、自己組

織化し変革が進んでいく。 

2． 研究の背景・問題意識 

本研究の対象組織は、背景を異にする経験者採用者

のみで構成されており、協力体制が構築されておら

ず、個々が独立している。また、営業職や専門職など、

職種やチームも異なり、相互理解も不足し、同じ方向

での顧客視点も持てないという状況であった。顧客タ

ーゲットが富裕層へと変更する中で、応対力のスキル

アップだけではなく、対話的組織開発の手法によりサ

ービスデザインを再構築し、CS向上につなげていける

のではないかと考えた。 

3． 研究方法と手順 

アクションリサーチにより、主体的にプロセスに関

わり、働きかけることで変革を起こし、第三者視点

で思い込みを打破することを意図した。 

アクションリサーチの目的としては、「顧客志向

の組織づくり」とし、①組織における縦割りの緩

和、②変革の「自分ごと化」、③目指すべきサービ

スの言語化と体現、の３点を目標とした。 

3-1研究対象概要 

名称   ：CS向上プロジェクト 

対象企業：大手不動産会社A Mグループ 

対象人数：約30名 

組織構成：営業4チーム、専門職１チーム、品質管理

１チーム（2022年度は専門職チームメンバーなし） 

期間：2021年4月-2022年12月(PJは2023年3月) 
内容：（１）全体会議・研修： 2か月に1度(4時間) 

（２）選抜会議・研修：月に1度(2時間） 
（３）アンケートとフィードバック 
（４）マネジメント層との定期ミーティング 

3-2 研究内容 

全体研修やディスカッションと並行で、各チーム 1

名の選抜リーダーを中核とし、プロセスデザインの構

築も共に行い、推進した。 

「対話」から相互理解が進み、漠然と共有されていた

暗黙知の明確化、改革の必要性が認識された。また、

「対話」により、全員が納得できる「サービスコンセ

プト」が確立され、改革の一層の自分ごと化が進んで

いった。 

2年目には、組織体制が変更し、顧客対応担当者のみ

が対象者となったため、初年度に出来たベースの上で、

より一層の行動化へとつながっていった。 

3-2 研究プロセスの整理 

対話型組織開発の手法の一つである、アプリエイ

シティブ・インクワイアリー(AI)、強みや価値を
最大限発揮するプロセスの４Dサイクルで整理す
る。初年度はまずは組織の強みや潜在力を自覚させ

る、その上で、自分達の描く理想の姿や顧客が描く

自分たちの姿を明確にする、全員で目指す状態や姿

をサービスコンセプトとして落とし込む、までを実

施。2年目に、自己の強みにも注目し、行動の変化

の定着のための取り組みを行った。 
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図1 AIの４Dによる活動整理 

 
 
4． 結果 

4-1 過程追跡 

特定の単独事例の従属変数の結果を生み出す因果過

程の諸段階を、歴史的なコンテキストにおいて識別す

る過程追跡として、出来事コンセプトと出来事構造で

検討した。 

サービスコンセプトの決定が大きな転換期となって

いる。対話から作り上げた納得感の高いものであり、

その後のカスタマージャーニーによるサービスデザ

インの再構築と行動化への推進力となった。 

4-2アンケート結果 

事前事後にアンケートを実施。同一項目の比較アン

ケートからは、自社サービスへの推奨度は上がったも

のの、IMで自社への期待値の高さを知ったことによる

数字の低下や、サービスコンセプトの浸透が見えた。 

事後アンケートにて、レトロスペクティブアンケー

トを実施し（図２）各項目での平均値は全てプラスと

なっている。また、特に「意識」の変化が大きい。 

図2 振り返りアンケート結果 (n=25） 

4-3 サービスデザインへの貢献 

顧客体験価値から検討したサービス改善や新規提案

も多く挙がっている。（図３）すでに行動化され、チー

ムによっては目標としていた顧客クレーム０の達成

や、売り上げアップにもつながり、今後の経営への貢

献も予測される。 

図３ サービスデザインの変更・改善点 

5． 考察 

アクションリサーチの目的である、顧客志向の組織

づくりが出来た理由を、３つの目標から考察する。 

対話型組織開発の手法を使い対話を促すことで、相

互理解が深まり組織の縦割りが緩和されている。 何

より、カスタマージャーニーマップを描くことで組織

として、自社のサービスを顧客視点で繋がりとして捉

えることができ、個人商店化の解消につながった。 

意識の変化では、診断された課題ではなく、対話に

より自らの言葉で語った「現実課題」にアプローチし

たからこそ、変革の必要性を感じ、自分ごと化が出来

ている。 

自分達で作り上げた納得するサービスコンセプトが

出来たことで、同じ言葉で語り、共通目標に対する自

発的関与の促進が進んだ。行動化につながり持続性あ

る制度となり、内製化につなげている。 

また、対話型組織開発による顧客志向型組織づくり

は、コンサルタントの専門性を活かすことが可能とな

り、マネジメント層からの信頼と理解を得やすくスム

ーズに組織開発が進んだ。本研究では、コーチングの

導入は出来ていないものの、ファシリテーションによ

る対話の促進、個々との関係構築を行う巻き込み力が

重要であり、モチベーションも向上させている。  

組織開発を行うことで、個々の仕事への取り組み意

欲を変え「前向きに仕事ができ、自身が成長した」「自

信を持って営業できるようになった」という声が挙が

りプラスの効果につながった。今後、対話型組織開発

と個々の働き方との関係についても、さらなる研究を

進めたい。 
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宿泊業・飲食サービス業における事業再構築の特性分析 

阪田 哲史 

 

 コロナ禍という外部環境の大きな変化に対応して事業を再構築する際に、宿泊業・飲食サービス業の事業

者は補助金の活用を前提とした場合に、新市場（顧客）×新製品・サービスの計画を策定する。そして既存

事業と同じ業種で業態変更を志向することを明らかにし、インタビューでその背景も確認する。 

 

1． はじめに 

 本稿では、経済産業省および中小企業庁が行う事業

再構築補助金という制度の採択事業の事業計画から

事業の傾向を分析し、宿泊業や飲食サービス業の事業

者の事業再構築に関する意思決定に資するような考

察を行う。資料だけでなく実際に補助金を活用する経

営者へのインタビューも行う。 

 

2． 研究手法 

2―1 事業再構築補助金の概要 

経済産業省が行う施策で事業再構築補助金という、

コロナ禍で売り上げの減少があった事業の再構築を

図ることを支援する制度がある。その採択事業につい

ては業種別に事業計画の概要が開示されており、積極

的にリスクを取って事業再構築を行おうとする事業

者がどのようなプランを実行しようとしているのか

を確認することが出来る。 

 

2―2 事業再構築補助金の採択事業資料 

開示されている情報の中で、事業計画名および事業

計画の概要から、前章で示したように、どのような市

場・顧客を狙うのか、自社の製品・サービスはどのよ

うな内容を提供するのかを読み解き分類する。 

 

3． 結果と考察 

3―1 市場・顧客の分類 

 前章で示した方法で採択計画を分類すると、新市

場（顧客）×新製品・サービスの分類が約9割とい

う結果となる。 

 
図－1 採択計画における市場（顧客）および製品サ

ービスの分類 

 

 

3―2 新市場（顧客）×新製品・サービスの詳細 

前節に示した新市場（顧客）×新製品・サービスの計

画を、新規事業と既存事業の関係を踏まえ、チャネル

の変更、業態の変更、業種（事業）の変更に分類した。

チャネルが約2割（19.8%）、業態変更が約5割（49.2%）、

別事業が約3割（31.0%）であった。 

 

図－2 新市場（顧客）×新製品・サービスの分類内訳 

 

事業者はこの補助金を得るために 5 年後の売上ア

ップを目指す計画を策定しており、事業再構築をどの

ように実現するか期待している様子が結果に表れて

いるのではないか。「販売チャネルの変更」は補助金

を活用せずとも実現しやすいことや、既に施策を行っ

ている可能性。「業態の変更」は事業者にとって、補助

金を活用して事業再構築や事業拡大の選択肢に見え

うる。 

 

図－3 採択計画の詳細分類における考察イメージ 

 

4． 経営者インタビュー 

 本章では前章迄の結果だけでは読み取れない経営

者のモチベーションや背景を読み解く。 

 

 



ワークショップ概要              京都大学大学院経営管理教育部 
   サービス＆ホスピタリティプログラム 

 

4―1 インタビュイー情報 

氏名：西澤徹生 

経歴：京都生まれ。大学卒業後にJTBで勤務、経営管

理OB。 

2016年3月：京町家の一棟貸し宿「KYOMACHIYA-SUITE 

RIKYU」運営開始 

2021 年 6 月：第 1 回事業再構築補助金採択→開業に

向けて始動 

2022年4月：観光複合施設「SIGHTS KYOTO」を運営開

始  ※BAR×観光案内所×コワーキングスペース 

 

4―2 質問項目および回答 

質問項目 

・どのような事業を行っているか？ 

・それらの事業はいつ頃始めたか？ 

・2020年以前より行っている事業は、コロナ禍でどの

ような影響を受けたか？ 

・受けた影響に対して、どのような対応を検討した

か？ 

・その事業は現在どのような状況か？ 

・既存事業にて新規顧客の獲得は目指したか？ 

・2020年以降に始めた事業があれば、どのような経緯

で始めたか？ 

・その新事業の製品・サービスを実際にやろうと思っ

た決め手は何か？ 

・事業再構築補助金の制度が新規事業立ち上げにどの

ように影響したか？ 

 

回答の要約 

既存事業はインバウンド客が減ったものの、日本人

向けに食事の提供を行うプランや、客室の改装など出

来ることを行い業績を回復させた。対応がひと段落し

たので、観光客と地域住民が交流することで新しい価

値を産む場を作りたかった。新規事業について当初は

複合型宿泊施設だったが、コワーキングスペースにつ

いての知見を活かしプランを修正した。補助金の可否

を問わず事業を行っていたが、物件の選択などクオリ

ティの向上やステークホルダーの理解に役立った。 

 

4―3 インタビューを踏まえて 

3点の気づきを示す。 

・コロナ禍以前にインバウンド客をターゲットとした

ビジネスを行っていた場合に新市場（顧客）を想定し

た商売を行わざるを得ないこと。 

・既存事業について顧客ターゲットの変更やそれに伴

う設備投資など既に手を尽くしたうえで新規事業を

行おうとしている事業者の存在。 

・事業再構築補助金の有無は事業の投資意思決定に対

する影響が限定的だが、事業者にとってはリスクを取

って事業を行いやすくなると感じていること。 

 

5． まとめ 

5―1 採択事業の傾向およびインタビュー結果を踏

まえて 

前章迄の内容を踏まえ、経営者や企業が獲得済のノ

ウハウなどの経営資源を活用できるのは同じ業種内

であり、リスクを認識しつつリターンを想定している

可能性がある。 

 一方でこの分類だけではわからないことがありイ

ンタビューを通じて、すでに事業者が既存事業に対し

て行った取り組みの状況がどうなっているか、どのよ

うなモチベーションで新事業を行おうとしているか、

新規事業のプランについて事業者は既存の経営資源

などを踏まえつつ可能性を勘案しながら柔軟に計画

を立案している点を知ることが出来た。 

 

5―2 本研究の貢献 

 本研究を通じて、以下2点が貢献として挙げられる。 

・様々な分野でコロナ禍の分析がなされているが、実

際に影響を受けているであろう事業者の意思決定に

着目した研究は希少。 

・事業者が既存の経営資源と補助金で得られる能力の

バランスをみて意思決定していることが推測される。 

 

5―3 本研究の課題 

本研究の限界として以下が挙げられる。 

・補助金を活用して事業の再構築を図ろうとする事業

者を対象としており、何もしない（嵐が過ぎるのを待

つ）事業者については対象外となっている。 

・事業者の資本金など規模によって対応の選好が変わ

る可能性が有る。 

・インタビューでは既存事業がある程度立て直されて

おり、各事業者の既存事業がどの様な状況かはわから

ない。 

 

参考文献 

1） 中小企業庁，「2022年版『中小企業白書』概要（PDF
版）」 ，2022 

2) 事業再構築補助金事務局, 「令和二年度第三次補
正・令和三年度補正 事業再構築補助金 公募要領
（第６回）」, 2022年 

3) 事業再構築補助金事務局, 「第5回公募 採択事
業 宿泊業、飲食サービス業」, 2022年 

4) 観光庁, 「観光白書 令和４年版 第Ⅰ部 観光の動
向」, 2022年 
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期限切れ間近食品の消費者選好分析 

～中国市場を対象に～ 

LI JIAXI 

 

 本研究では、期限切れ間近食品に対して、消費者はどのような選好を持つか、または消費者自身の購入経

験などの違いにより、その選好にどのような違いがあるかについて、実証研究を行った。その結果、消費者

に提供する「期限に関する情報」は極めて重要であり、その情報が売り手により事前に処理される場合、消

費者の情報処理におけるストレスは軽減されるのと、異なる消費者に注目する他の追加情報の中身に違いが

あることが分かった。情報処理におけるストレスを軽減し、利便性を高めることで、消費者の購買意欲を向

上させることができるため、消費者に提供する情報の内容及び提供方法などについて検討する必要がある。 

 

1． はじめに 

1―1 研究の背景・問題意識 

 本研究の背景として、食品ロスへの関心の高まり、

期限切れ間近食品市場の成長および競争の増大ゆえ

の課題が挙げられる。近年中国では、食品ロス削減に

関するキャンペーンの開催、食品ロスに関する法律の

可決など、食品ロスへの関心が高まっているが、期限

切れ間近食品に対する措置は不足している。期限切れ

間近食品の市場は様々な要因で順調に成長している

が、こうした成長に対して、企業間の競争も激しくな

りつつあって、低価格による壊滅的な競争、販売の二

極化など、いくつかの課題も現れている。消費者が期

限切れ間近食品を購入するとき、どのような要因がよ

り重視されるかを明らかにすることで、これらの課題

解決にも寄与できると考えられる。また、今まで期限

切れ間近食品の消費者に着目した研究、あるいは市場

調査は一定に存在し、これらの調査と研究は、消費者

の購買意欲を高める要因を探したが、表面的に留まる

ものが多く、また消費者の異なる特性を議論せず、一

概に結論を出したため、更なる研究を行う必要がある

と判断した。 

 

1―2 研究の目的 

以上により、低価格競争から脱出し、安定したサプ

ライチェーンのない状態においても消費者の購買意

欲を向上させるため、購買意欲を向上させる要因を分

析する必要がある。しかし、期限切れ間近食品市場の

利益率はそれほど高くないので、実施できる施策は限

られている。購買意欲に影響する数多くの要因のうち、

より影響度の高い要因を見つけて、消費者はどの要因

に対してもっと好意的であるかを分析しなければな

らない。また、期限切れ間近食品の消費者に関する先

行研究では、購買意欲を高める各要因は購買意欲にど

れくらい貢献しているかは不明であり、特性の違う消

費者の重視する要因に違いは存在しているかどうか

も未解明である。 

以上の事項を解明するため、本研究では、①期限切

れ間近食品の消費者の購買意欲を影響する要因のう

ち、各要因はどれくらいの影響力を持つか、②異なる

特性を持つ消費者が重視する要因に、どのような違い

が存在するか、を研究の目的としている。 

 

2． 研究方法 

本研究では、文献レビュー、アンケート調査および

コンジョイント分析を行った。文献レビューから、「価

格・期限に関する表記・期限切れまでの時間・追加情

報」の4つの影響要因を選び、それぞれ3つの水準に

決定した。こうした要因と水準の組み合わさった直交

表をもとに、9つのコンジョイント・カードを作成し、

それぞれのカードのイメージ図をアンケートにて被

験者に提示して、5段階評価で採点してもらった。そ

のアンケート結果に基づき、コンジョイント分析を行

った。 

 

 
表－１ コンジョイント・カードの組み合わせ 

 

3． 調査結果 
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3―1 購入経験あり消費者全般分析 

購入経験がある消費者にとって、「期限に関する表

記」は購買意思決定における一番重要な要因で、各水

準のうち、期限切れまでの時間を提示することと、中

程度の価格が購買意欲を向上させるのに高い影響度

を持つことが分かった。中国では、賞味期限を直接に

表示するのではなく、保証期間と製造日付の二重表記

となる。保証期間は他の食品表示と一緒に印刷される

が、製造日付は別記され、製造日付の位置情報に従っ

てそれを探して、また保証期間と製造日付の引き算で

賞味期限を計算する必要がある。このように、期限切

れ間近食品を購入するとき、複数の商品の期限情報を

一々確認するのは大変手間ひまかかるので、売り手に

より事前に期限切れまでの時間を計算し、それを消費

者に提示することで、消費者の情報処理におけるスト

レスを軽減できると考えられる。また、価格が低けれ

ば低いほど、消費者の購買意欲は必ずしも高くなるの

ではなく、消費者は現在価格と小売希望価格の二重提

示により、買得感を得ることができる。情報の負担の

軽減と買得感は、消費者の購買意欲を向上させるのに

影響度の高い要因となる。なお、売り手による期限以

外の追加情報は、購入経験のある消費者にとって過剰

な情報提供となり、逆に購買意欲を抑制させると考え

られる。 

 

 

図－１ 購入経験のある全体消費者における 

重要度と部分効用値 

 

3―2 消費者特性別分析 

 消費者特性別で分析するとき、一番注目すべきなの

は追加情報である。購入経験別で見ると、期限切れ間

近食品の購入経験のない消費者は商品関連情報があ

るときの購買意欲が高く、こうした消費者は購入経験

を持たないので、期限切れ間近食品に対する知識は欠

如し、商品の情報を提示することは重視され、それは

購買意欲の向上と繋がる可能性も高いと考えられる。 

また、購入頻度から見ると、購入経験の低い消費者

は、常に低価格と賞味期限切れまでの時間の長い商品

を求めて、一番満足されにくい消費者であるが、期限

に関する表記と比べれば、価格と期限そのものの影響

度はそれほど高くないことが分かった。 

購入経験のある消費者を年代別に分けて分析する

とき、10 代は環境保護に関連する情報に、20 代以上

の消費者は商品に関連する情報に消極的な態度を示

すという違いは存在するが、各年齢の消費者は追加情

報がないときの購買意欲が高く、即ち購入経験のある

消費者の年齢に関係なく、情報処理のストレスを軽減

することは消費者の購買意欲に積極的な影響を与え

ることが分かった。購入経験のある消費者を特性別に

分析し、期限に関する表記・追加情報の項目は全体と

の相違は概ね存在せず、消費者特性に関わらず、提供

する情報量をコントロールして、消費者の情報処理に

おける負担を軽減するのは特に重要だと考えられる。 

 

4． 考察 

4―1 全体に対する考察 

 全体から見れば、「期限切れまでの時間の提示」と

「追加情報」など、情報に関する要因が消費者の購買

意欲に与える影響力が高いので、情報提供に力を入れ

ることのコストパフォーマンスが良いと考えられる。

どの消費者に対しても、事前に計算された期限切れま

での時間を提供すれば、購買意欲は向上されるが、購

入経験の違いにより、消費者が追加情報に対するニー

ズに違いが存在し、顧客基盤の拡大と既存顧客の利用

向上の点から施策を考える必要がある。 

 

4―2 提案 

 期限切れ間近食品の購入経験がない消費者は、経験

ある消費者と比べて、商品に関連する情報に対するニ

ーズがあるが、既存の消費者はこうした情報を提供す

ることは情報の過負荷状態につながる。従って、消費

者のニーズに応じて情報を提供すべく、例えば EC サ

イトで商品を提供するとき、商品詳細情報のページに

別リンクで、商品に関する情報を提示することにより、

ニーズのある消費者はその情報をチェックできるの

と同時に、無関心の消費者はチェックせずに買い物が

できる。このように、未経験者に商品の情報を提示す

ることができると同時に、既存の消費者に影響を与え

ない追加情報提供の手段を工夫する必要がある。 

 

参考文献 

1） 岡本真一．『コンジョイント分析─SPSSによるマ
ーケティング・リサーチ─』ナカニシヤ出版．1999． 
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糖質オフマーケットの浸透に向けた展開 

箕浦孝晃 

 

 糖質オフマーケットの普及のために、食事の糖質や血糖値の可視化によって行動変容が変化するこ

とをアプリを用いて検証した。また、糖質ゼロの成功事例であるビール業界の開発コンセプトを

例に、糖質オフが浸透しやすいサービスの調査を行った。その結果、可視化によって参加者の短

期の行動変容が進むことがわかり、調査結果から健康管理アプリに求められる価値共創の知見を

得た。 
 

1． はじめに 

 

1―1 生活習慣病と糖質摂取の背景 

現在の日本では、少子高齢化が進み医療費の膨張が

続いている。医療費負担の中でも生活習慣病はあらゆ

る疾患の基礎になるため、発症前からの予防が重要で

ある。2007年頃からは推定患者数が横ばいであるが、

人口減少を鑑みるとむしろ増加傾向と言える。生活習

慣病全般で、糖質過剰摂取が病気の原点となりドミノ

のように下流の合併症に進行していくメタボリック

ドミノの概念 1)が提唱されている。糖質過剰摂取が続

くと、食後高血糖のスパイクを起こしやがて糖尿病を

発症する。しかし高血糖は症状がないため、予防意識

を高めることが難しい。 

近年マーケット主導で、糖質摂取を減らし他の栄養

素は制限なく摂取する糖質オフ食事療法が提唱され

ている。従来国や学会が推奨されてきたカロリー制限

食は方法が複雑かつ空腹感を我慢しなくてはならず

持続性が低いことに比べ、糖質オフはおかずが多く量

を制限するものではないため、食事量がたっぷり食べ

ることができ満足感が高められるため持続しやすい

特徴がある。糖質オフによって食後高血糖を防ぎ、生

活習慣病発症を減らすことが期待されているが、欧米

と比べ日本ではEvidence Based Medicine(EBM)デー

タが不足しているとされ医療主導での普及は不十分

な現状がある。 

1―2 血糖値の可視化と関連マーケット 

従来型血糖測定器は、少量の血液を絞り出し測定し

ていたが、近年２週間使用できるセンサーにスマホを

かざすだけで血糖値が測定できるFree Styleリブレ

（以下リブレ）が登場し、一気に血糖測定が身近にな

った。リブレは従来型に比べ、血糖コントロールに優

れかざす回数が多い方がより優良な結果が得られた

とする研究 2)もある。 

また、スマホアプリによる食事内容の可視化が可能

になってきている。食事の写真を撮ると、AIによって

解析され糖質量が表示されるアプリがある。この機能

のあるアプリとリブレが連動できるものはなく、ダイ

エット目的にリブレを使用しているユーザーの需要

がある。また、ごく最近規制当局の承認が必要な治療

アプリが開発されているが生活習慣病対象の治療ア

プリは無い。 

 糖質オフマーケットはダイエットブームもあり拡

大傾向であり、9割以上がアルコール飲料を占める。

特に糖質ゼロビールの伸びが大きく大成功している

ジャンルと言える。 

 

2． 研究目的 

 アプリによる糖質摂取量と機器による血糖値のデ

ジタル化・可視化が動機づけに有用か検証する。ま

た、需要のある糖質オフ製品の特徴およびマーケッ

トの開発努力を調査し、各ステークホルダーのニー

ズを満たす持続可能な取り組みを探る。結果を元に

デジタル化・可視化で効果の質を保ち（顧客満足度

向上）、スケールメリットを生かした健康維持に寄与

するツール・プロダクトを検討することを研究の目

的とする。 

 

3． 方法 

3―1 可視化による行動変容の検討 

参加者を 2 群にランダムに分け、対面保健指導 vs 

対面保健指導＋アプリ 2 群の結果を比較し行動変容

ステージが変化するか分析する。アプリによって食事

内容の糖質量の可視化を行い、希望者にリブレを装着

し血糖値の分析も行った。介入調査期間は2022年10

月24日から12月23日に実施した。 

 

3―2 糖質ゼロビール開発会社 2 社の取り組みのイ

ンタビュー調査 

参加者のアンケート結果を元に、糖質オフ業界で大

成功しているビール開発企業 2 社の取り組みをイン

タビューしどのような特徴の製品開発が必要か調査

する。 
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4． 結果 

4―1 可視化による行動変容の結果 

当初参加希望者が少なかったため、行動心理学の

Nudge を応用し募集方法の工夫を行ったところ 50 人

の参加者が集まった。 

参加者の平均年齢は 50歳、比較的高年収なメタボ

リックシンドローム基準該当者が多かった。行動変容

ステージの変化については、どちらの群も「今すぐに

でも(1ヶ月以内)実行したい」という短期の行動変容

が起きており、アプリ群で研究終了時点の人数が多い

傾向が見られた。介入前後、介入の方法別に対応のあ

るt検定を実施（p<0.05を有意）したが、統計学的有

意差はなかった。体重変化は、アプリ群で多い傾向が

見られた。アプリ利用率は全体で7割程度と低く、時

間が経つにつれ低下していた。摂取カロリーと摂取糖

質量は、おおむね日本人の平均を下回った良好な結果

であった。リブレ群では、アプリ利用率は高く、糖質

量は全体に比べ低かった。また、スキャン回数が多い

ほど血糖の指標が良好な結果だった。アンケートでは、

社会環境によって食生活が影響される回答が多かっ

た。また、糖質を我慢できなかったので糖質オフと書

いてあるものなら抵抗が少なく食べられる周囲と別

の食事をする事が難しいため、手軽に糖質オフのもの

が買えると続けやすいという意見が見られた。 

 

4―2 インタビュー調査の結果 

両社に共通していたのは、おいしさの追求をしつつ、

健康配慮した商品開発を行っており、高品質な価値の

提供を重視している点であった。1社では無意識の壁

という一度糖質オフ製品をはじめるとカテゴリーを

問わず食べ始める傾向があるという社内調査があり、

意識して関連製品との整合性を図っていた。 

 

5． 結果 

5―1 可視化による行動変容の可能性について 

 介入調査期間が2ヶ月と短い影響か、統計学的に有

意なステージの変化はみられなかったものの、面談の

みの群と比べアプリを併用することで、健康意識が高

まり行動変容を促す傾向がみられた。先行研究で統計

学的に有意差があったが、本検討で差がなかった要因

としては、参加者がメタボな社員が多かったことによ

るバイアス、介入期間が短い、用いたアプリの違いな

どが考えられた。日本人を対象にした糖質オフのEBM

を増やし医療従事者にもメリットを認識してもらう

ことが重要と考えられ、質の高いEBM発出が今後も必

要である。 

 時間の経過と共にアプリの利用率が低くなってい

く傾向があるため、利用者が余剰に感じない程度での

アプリの通知機能や、スマートウォッチとの連動によ

り入力をより促す仕組みが必要である。リブレの併用

による精緻な血糖の可視化は行動変容に有用である

ことが示唆され、糖質オフ普及に役立つツールとなり

得るが費用面が課題である。 

 

5―2 インタビュー結果を元にした糖質オフ製品に

ついて 

高品質な価値提供と共に、消費者に信頼される糖質

オフ製品が重要であると考える。無意識の壁をなくす

ために、機能性食品としての効能がある糖質オフ製品

製品を導入に用いることは、消費者にとって理解しや

すく糖質オフ製品の普及に役立つ可能性がある。 

 

6.今後の展開への提案 

これらをふまえて、今後の展開について提案する。 

１つ目はより浸透しやすいサービスを参加者目線で

自己管理、意思決定のステップサイクルモデルを元に

提案する。動機づけのために、他の糖質オフ製品を用

いる、名称をより理解しやすい「タンパクリッチ食」

にする、自己管理教育支援、SMARTゴール（Specific、

Measurable、Achievable、Relevant、Time-bound）を

明示する、といったステップサイクルを回し継続性を

高められればより参加者の満足度も高める事ができ

るだろう。 

２つ目は健康管理アプリに血糖値との連動した機能

の搭載を提案する。単なる他のデータと血糖値の一元

ビューアーとしての機能だけではなく、AIによる健康

診断の受診やすでに病気がある人に向けて個別の提

案（生活指導や合併症管理機能）機能が望ましい。健

康管理アプリ開発の 2 社に提案したところ快諾があ

り、筆者(糖尿病専門医)へ開発への参画要請があった。

開発に際しては、参加者中心のステップサイクルを意

識したサービス価値共創が重要と考える。 

 

7.結語 

食事の糖質や血糖値の可視化によって短期の行動変

容が変化することを検証した。糖質ゼロの成功事例で

あるビール業界の開発コンセプトを例に、糖質オフが

浸透しやすいサービスの提案と健康管理アプリに求

められる価値共創について考察した。以上によって、

糖質オフの浸透に重要な知見の一部を得たと考え、今

後の活動に活かして行きたい。 
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日本の職場における心理的安全性と組織の成長要因の考察 

林 宏樹 

 

 近年、新たな価値創造に向けチームでの活動に注目が集まり、チームの成果を高める為にも心理的安全性

を高めることが必要と言われている。日本の企業においても心理的安全性を高める動きが始まっていが、心

理的安全性を高める事で従業員の満足度が高まるのだろうか。本研究では現代の日本の職場環境における心

理的安全性の位置付けを分析し、従業員満足度を高め組織の成長に繋がる要因の考察と提言を行う。 

 
1.はじめに 

チームの成果に関する米グーグルでの研究事例や、

ハーバード・ビジネススクール教授のエイミー C.エ

ドモンドソンによる心理的安全性の研究が紹介され、

日本に於いても職場における心理的安全性への関心

が高まりつつある。一方、日本では、2015年以降に職

場や労働環境改善への各種法律が施行されている。現

代の日本の職場における心理的安全性の実態はどの

様な状況にあり、職場においてはどの様に受け止めら

れているのか。また心理的安全性を確保することで、

従業員の満足度が得られているのであろうか。本稿で

は職場における心理的安全性の調査結果をもとに、心

理的安全性の位置付けを分析し、社員の満足と組織の

成長に繋がる要因の考察を試みる。 

 

2.先行研究 

米グーグルの研究でも紹介され、チームにおける心

理的安全性の研究者であり、心理的安全性提唱者とさ

れるエイミー C. エドモンドソンは、心理的安全性に

関して「複雑かつ絶えず変化する環境で活動する組織

において、心理的安全性は価値創造の源として絶対に

欠かせないものなのである」1)と表現する一方で、「心

理的安全性だけでは十分ではない」1)とも述べており、

その位置付けを誤解なく、理解する必要がある。 

 

3.日本の職場での心理的安全性 

 

3.1.心理的安全性の捉えられ方 

日本においては、2010年代に、職場環境に端を発し

た社会問題や、企業による不祥事が発生し、職場にお

ける心理的安全性の必要性が問われている。 

日本のメディアにみる心理的安全性の話題・捉え方

を分析すると、企業不祥事の再発防止の為や、従業員

満足度向上、組織風土改革に心理的安全性が必要、と

いう論調が多い。若年世代の離職率の高止まりが続く

中、貴重な人的資本の維持と確保に、職場の心理的安

全性を高める施策の検討と導入が始まっている。 

下図-1は、現在の日本の職場における心理的安全

性への関心が高まる状況を、背景と影響要因、企業

における対応という３つの観点で整理している。 

 
 

3.2.職場の心理的安全性の実態 
一方、従業員の視点での職場における心理的安全

性はどのようになっているのだろうか。リクルート

ワークス研究所が2022年3月に実施した調査結果に

よると、職場の心理的安全性に関しては、肯定的な

回答が否定的な回答を上回っており 3)、心理的安全

性は比較的良好と考えられる。また、若い世代の

36.4%が、現在の職場を「ゆるい」と認識し、64.8%

が、不安があると回答している 3)。下図-2参照。 

 

調査対象である大手企業の職場においては、心理的

安全性は高まりつつあるが、若者には将来への不安が

芽生えている。この相反する状況は何故起きてしまう

のだろうか。次章ではフレデリックハーズバーグの二

要因理論を用いて考察を試みる。 

・従業員離職率高止まり

・企業の不祥事

・多様性(D&I)の不足

・低い従業員満足度

・コロナ禍でのチームワーク
コミュニケーション不全

・企業風土改善せず

背景と影響要因から企業の認識が変化
職場での心理的安全性への関心高まる

・多様性/D&I施策強化

・社員提案制度/ポスト公募制度

・Google/A.E.の研究結果

・社内役職呼称→さん付けに

・労働問題/不祥事の再発防止

・サポートサービス導入

・1on1/タウンホールMtg

背景 対応影響

・改善しない低生産性

・職場環境改善への新法施行
・国内HR専門家/学者の知見

（チームワークには心理的安全性）

・従業員満足度/心理的安全性の測定

図-1：日本における心理的安全性の捉えられ方
出所：2022年１年間に日経新聞と日経産業新聞に掲載された心理的安全性に関する記事(2) を分類し筆者作成
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データ出所：古屋星斗, 他. リクルートワークス研究所 . Work Report 2022 
「大手企業における若手育成状況調査報告書」(3) を基に図表を筆者作成

不安だ



ワークショップ概要              京都大学大学院経営管理教育部 
   サービス＆ホスピタリティプログラム 

 

4.心理的安全性の職場での位置付けの考察 

 

4.1.二要因理論による考察 

フレデリックハーズバーグは二要因理論の中で、職

場における人間の原動力に関する研究と考察を通じ、

従業員の満足度に関わる要因として、人間としての肉

体的欲求からくる「衛生要因」と、精神的に成長する

欲求からくる「動機づけ要因」に分け、同僚/部下/上

司との対人関係を「衛生要因」と位置付けている 4)。 

エイミー C.エドモンドソンの心理的安全性の定義

は「対人関係のリスクを取っても安全だと信じられる

職場環境であること」1)としている。したがって、職場

環境における心理的安全性は、二要因理論での「衛生

要因」と捉えられるのではないだろうか。 

また、ハーズバーグは、「衛生要因」は肉体的欲求に

関する不満要因であり、「動機づけ要因」は精神的欲

求に関する要因であることから、「衛生要因」を改善

しても「動機づけ要因」には繋がらないと結論づけて

いる 4)。よって、二要因理論で「衛生要因」と想定さ

れる心理的安全性を高めたとしても、動機づけには繋

ながらず、従業員の満足は得られない可能性がある。 

現代の日本の職場では、職場環境は改善され、心理

的安全性は高まりつつあるが、若者は将来への不安を

感じているという現状は、二要因理論を踏まえて考え

ると、「衛生要因」と考えられる心理的安全性が高ま

っても満足には繋がらず、不安が生じてしまっている、

と理解することができるのではないだろか。 

 

4.2.心理的安全性の位置付けと必要な対応の考察 

ハーズバーグは、「動機づけ要因」と「衛生要因」は、

表裏の関係ではないと説明している 4)。故に、その関

係性から、「動機づけ要因」と「衛生要因」の組み合わ

せをマトリクスで捉え、日本の職場における心理的安

全性の位置づけを考察する。リクルートワークス研究

所の調査結果にみるように、現代の日本の職場におい

ては、心理的安全性が高まりつつも、若手世代には将

来への不安が芽生え始めている。この状況は、図-3の

左上、第二象限に位置づけられるのではないだろうか。 

 

即ち、近年施行された法律の影響により、日本の職

場においては、心理的安全性が高まりつつあり、図-3

の左下第三象限から左上第二象限へと職場環境が変

化したと考えることができる。 

しかし、心理的安全性は高まる一方で、若手従業員

は将来への不安を抱えている。原因の一つとして考え

られる事は、個人の成長への機会が得られず、職務満

足に繋がらない状況にあると考えられる。個人の成長

に繋がる機会の提供等、「動機づけ要因」を付与する

事で、将来への不安を解消し、図-3の右上、第一象限

に移行する事が可能となると考えられる。個人と組織

が共に成長する企業となる為にも、現代の職場環境に

相応しい「動機づけ要因」の付与が必要と考えられる。 

 

5.結論 

日本の大手企業では、職場の心理的安全性が高まり

つつあるが、一方で若手従業員の一部には、将来への

成長に関する不安が芽生えている。将来への不安の解

消には、職務満足を満たす「動機づけ要因」を個人が

自覚できるように付与する事が不可欠と考えられる。 

また、職場の心理的安全性は、組織競争力の源泉と

なる組織風土の一部として考えるべきであり、法施行

による受動的な成立に甘んじる事なく、独自の組織風

土として確立すべきである。先行き不透明な現代に於

いても、従業員満足度を高め、人材の離職を防止する

為にも、心理的安全性等の「衛生要因」だけでなく、

「動機付け要因」を含めた全ての職場環境要因を過不

足なく充足する必要がある。組織の成長に向けては、

個人が成長を自覚できる仕組、「適材適業のマネジメ

ント」が求められると考えられる。 (適材適所改め） 

 

6.独自の貢献 

日本の職場における心理的安全性の位置付けと組

織の成長要因と関係性を二要因理論で分析し、個人の

成長に繋がる動機づけ要因の概念「適材適業」を提案。 
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社,pp.111-112,pp.88-89,1968. 図-3： 職場における心理的安全性の位置付け
出所：職場の心理的安全性の調査結果と二要因理論を基に筆者作成
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SAMRモデルから考える教育 DXと AI×人間の価値共創 

「スタディサプリ」と「atama plus」を事例に 

原田 英記 

 

 EdTech は Education と Technology を組み合わせた造語であり、個別最適・協働的な学びを実現することで

教育のみならず産業や社会にイノベーションを生み出すことをも含む。中でも真の教育 DX とは、「テクノ

ロジーである AI が教師の役割を変容および再定義するもの」と定義することができ、現在二つの EdTech が

公私双方の教育現場に大きく参入・導入されている。この事由を解き明かす為に、AI と人間の掛け合わせ

による価値共創こそがその源泉であるとし、SAMR モデルを用いて考察を行なった。 

 

1． はじめに 

教育DXとは、「学校がデジタル技術を活用してカリ

キュラムや学習のあり方を革新するとともに、教職員

の業務や組織、プロセス、学校文化を革新し、時代に

対応した教育を確立すること」と定義されている。 

現在、聖域とされてきた公教育の場に「スタディサ

プリ」が参入を、塾・予備校等の私教育の場には「atama 

plus」というユニコーン企業のサービスが堂々とその

導入を果たしている。この現状には単なる違和感だけ

でなくこれまでの教育文化の転換や逆転、対立するイ

デオロギーやアンチテーゼといったものが含まれて

いるのではないだろうか。 

 

2． 本研究の目的と方法 

分析の軸に SAMR モデルを使用し、また言説にも触

れていきつつ AI を主力としている、この二つの事例

を取り上げることで仮説として「AIと人間の掛け合わ

せにより真の教育DXをかなえていることが双方、其々

の教育現場で受け入れられている」と設定した。二つ

の事例について紹介すると、スタディサプリはB2Cと

B2Bの双方でスマホやタブレットを用いて、予備校講

師の授業動画を視聴できるサービスを展開、2018年夏

から AI を自社サービスに本格的に導入してからは個

人の学習速度や理解の度合いに合わせた学習内容を

提供している。前者のB2Cは月額2,178円よりこのサ

ービスを利用可能としており、2021 年度 7 月時点で

会員数はおよそ157万人を達成、一方、後者のB2Bで

は「放課後学習用に学校に導入したい」という現場の

高校教師からの打診により新たな学校教育のカタチ

を共創し学校向けサービスの開発に至るような協働

を重ねることでコロナ以前から既に導入が進んだ結

果、2022 年度 3 月末時でその数は 2,900 校以上に上

っている。 

次に、atama plusについて、こちらもAI教材を用

いて AIと人間が教育を分担するアイデアを B2Bで展

開、学習時の躓きと学習状況を可視化し、苦手の根本

原因を学習データから AI が診断しショート講義も行

うことで今年度2月末時3,200教室以上の塾・予備校

で導入されている。 

 

 

図-1：Ruben R. Puentedura のSAMRモデル(2010) 

 

図-1は分析の軸として用いるスウェーデンの学者、

ルーベン・プエンテデュラ氏が2010年に唱えたSAMR

モデルである。SAMRモデルは ICT を活用する際、テ

クノロジーがもたらす影響を示す尺度であり下半分

のS(代替)とA(増強) はエンハンスメント「強化」の

段階を、上半分の M(変容)と R(再定義)はトランスフ

ォーメーション「変革」の領域を表す。 

 

 

図-2：サブスク型オンライン教育サービスの一例 

 

3． 他事例との比較 

このモデルにテクノロジーである AI を当てはめ、
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AIがもたらす影響が教師の役割であるとみなし、その

上で二つの事例と同様サブスク型オンライン教育サ

ービスにおいて AIを搭載している河合塾 Oneと共に

三者間の比較を行なった。 

河合塾Oneはスタディサプリ同様、B2CとB2Bの双

方で展開しているが、あくまでも主軸は B2C であり

「いつでもどこでもオンライン学習」と謳っている。

ノートから端末といったペーパーレス化は S(代替)、

およびデジタルを通しての授業やフィードバックな

どの双方向による活用は A(増強)に該当し、三者とも

にエンハンスメントを実現しているが、「真の教育 DX

は教師の役割への影響」という観点ではアクティブラ

ーニングにより学習者中心の授業形態が促進され AI

による個別最適化により教師は生徒と共に目標を考

え設定し、伴走する事で AI がティーチングを担いな

がら教師がコーチングへ役割を変える様は M(変容)と

して、そして技能面や知識面を AI やオンデマンドに

委ねながらヒューマンパワーが要求される探求面の

部分により協働的・創造的な指導を司ることで今後の

教師の役割はコーチングからその先に求められるフ

ァシリテーターへと、変容のみにとどまらないR(再定

義)に該当すると捉えられる。 

河合塾 Oneでは AI任せ・ユーザー任せであること

やティーチングとコーチングの役割を分け隔ててい

ること、そして専門職のプロのみが生徒対応している

わけではないのに対し、スタディサプリやatama plus

では積極的に人の介在を担保しながら AI 任せ・ユー

ザー任せにしないことやティーチングとコーチング

の役割を分け隔てていないこと、そして専門職のプロ

が生徒対応している点が見て取れ、人間の存在を内在

させることでトランスフォーメーションを果たして

いると言える。また、双方の直近の CM 言説にも目を

向ければ、AIによるデータの可視化から授業活用やサ

ポートをダイレクトに教師側へ訴求している。 

 

4． 考察と結果 

M(変容)と R(再定義)をまとめてみると従来の教育

の垂直モデルがテクノロジーにより水平分離が促さ

れたのと同時に、流布している AI 言説にアンチテー

ゼを唱えることで AI×人間の価値共創が生まれたと

考察できる。 

では AI 言説のテーゼとはどのようなものなのかを

示せば、2013年オックスフォード大学のマイケル・オ

ズボーン氏らの論文、「雇用の未来」において現在の

仕事の約半数がAI に代替されることや、無くなる職

業予測などが大きな話題となった。国内でも 2015 年

に週刊ダイヤモンドが同様の特集を組み、さらに同誌

は2018年に「AI格差」や「AIリストラ」といった文

言を使用することでAI に対する危惧が普及する中で

時期を同じくしてアンチテーゼとして国立情報学研

究所教授の新井紀子氏が『AI vs. 教科書が読めない

子どもたち』を、同年4月には実業家の堀江貴文、筑

波大学准教授の落合陽一両氏が『 10年後の仕事図鑑』

を、2019年 9月には再度、新井紀子氏が『AIに負け

ない子どもを育てる』を出版、そして2021年10月に

開催された日経ビジネスライブではオズボーン氏本

人の出演にて「テクノロジーが人類に新たな雇用機会

をもたらす」ことがそれぞれ唱えられた。 

言葉や言説に触れることで問題意識を解き明かす

のは社会言語学の領域でもあるので昨年度 11 月に専

門家への聞き取りを行なった。AIとの今後の向きあい

方に関しては AI をブラックボックス化しないことや

AIリテラシーを持つべき、という具合にテーゼやアン

チテーゼに終始しない、ジンテーゼに踏み込んでいた

だき AI と人間の掛け合わせを専門家ならびに自身も

教職の立場から語っていただいた。 

 

5． 独自の貢献と限界 

 SAMRモデルを用いて、教育DXの領域を教師の役割

として考察したこと、時系列に、2013年を起点として

AI言説に触れたこと、そして正・反・合という順に、

AI×人間の掛け合わせの重要性を確認できたことと

考え、教育業界にとってよそ者・変わり者であるから

こそスタディサプリやアタマプラスはイノベートが

できたとの結論を得た。 

 限界としては、国内だけでなく国外の先行研究や企

業研究に加えて、「制度理論」や「物語分析」をはじめ

定性的な理論実例研究の手法にあたりながら広告や

TVCM、ロゴや色彩なども取り扱いながらも十分に解明

することが出来なかったことである。今後とも継続し

て研究を重ねていくことで言説のみならず他領域に

含まれるイデオロギーも解き明かす所存である。 
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       高齢者が導入しやすいキャッシュレス決済 
井上 彰 

 現在，我が国はキャッシュレス決済の導入が測られているが，特に高齢者は商品購入
の際に現金で決済することが多い．高齢者による決済の現状を調査することで，高齢者
がキャッシュレス決済に移行しない理由を分析するため，高齢者を対象としてアンケー
ト調査を行う．加えて，高齢者が導入しやすいキャッシュレス決済は何であるのかを提
案する． 

1．はじめに 

1.1 背景・問題意識  

現在，我が国ではキャッシュレス決済の導入が図ら

れているが，諸外国に比べ限定的なのが実情である

（一般社団法人キャッシュレス推進協議会 2022）．特
に，日本の人口で大きな割合を占める高齢者によるキ

ャッシュレス決済への移行が進んでいない（消費者庁 
2021）．高齢化率が急速に高まっている日本において，

高齢者が導入しやすいキャッシュレス決済は重要で

ある．高齢者が現金決済を好む理由として，「信頼性

が高い」や「他の支払い手段に不安がある」，また「支

払いが簡単」，「多くの場所で利用できる」などが挙げ

られる（金子 2022）．キャッシュレス決済への移行が

阻害されている理由の一つとして心理的ハードルの

高さがよく言及される（経済産業省 2018）ものの，

特定のキャッシュレス決済手段を利用する理由，ある

いは，しない理由は示されていない． 
1.2 研究目的 

前項の状況を踏まえ，本研究では高齢者にキャッシ

ュレス決済が浸透するための要点を明らかにするこ

とを目指す．高齢者による決済の現状を調査すること

で，高齢者がキャッシュレス決済に移行しない理由を

分析し，加えて，高齢者が導入しやすいキャッシュレ

ス決済は何であるのかを考察，提案する．本研究で得

られた知見を活用し，キャッシュレス決済移行への心

理的ハードルを下げ，高齢者が導入しやすいキャッシ

ュレス決済が広まる施策を検討する． 
本研究では決済を行う場面として，サービスを受け

る側（顧客）が登場し，店舗における購買活動が伴う

小売業に着目した．小売店舗でのキャッシュレス決済

の導入は他業種に比べて進んでいるものの，身近に存

在する小規模な店舗などでは相対的にキャッシュレ

ス決済の導入が控えられる傾向にある（経済産業省 
2021）．日常的に利用する小売でのキャッシュレス決

済の促進を検討することで，より高齢者に浸透しやす

い手段とその要因が分析可能となる． 
2．先行研究からのヒント 

2.1 高齢者による現金払いの問題点 

西口らは，高齢者と若者の支払い手段及び支払うま

での動作時間を測定・分析している（西口 他 2018）．

動作時間については，高齢者と若者が同じ条件で，指

示された金額を財布から取り出し，支払うまでの時間

を測定・比較している．練習時と本番時の2回実施し

た際の結果，20秒から30秒程度の財布動作時間の中

で，練習時・本番時ともに7秒以上，高齢者の方が長

くかかることとなり，高齢になると現金での支払い動

作が遅くなることが示されている． 

2.2 決済手段の決定プロセス 

伊藤らは，各キャッシュレス決済の使いやすさや安

全・安心等を比較検討し，購入時に購買者が支払い行

為を何にするのか決定する際のプロセスを明らかに

している（伊藤 他 2020）．同研究では，支払い手段

としてクレジットカード，電子マネー，デビットカー

ド，QRコード，スマートフォンアプリの各キャッシュ

レス決済の手段を表記している． 

本稿の調査においては，伊藤らの研究を基に，キャ

ッシュレス決済の手段を「クレジットカード」，「交

通系カード（ICOCAなど）」，「スマートフォン（ア

プリ）」，「その他」の4種類とした． 

3．アンケート調査：高齢者による決済手段の現状 

3.1 調査概要及び調査の実施時と対象 

高齢者が，購買したものを決済する際の決済手段に

ついて，その手段を利用している理由やきっかけなど

の詳細をアンケートにより聞き取る．決済時に現金の

みを使用している高齢者に対しては，キャッシュレス

決済を利用しない理由について聞き取る．キャッシュ

レス決済を利用している高齢者に対しては，その決済

手段を導入した理由を聞き，それらを基に，キャッシ

ュレス決済に移行するために必要な要因・側面を考察

する． 
また，アンケート調査は2022年12月21日と2023
年1月13日の2回，京都市老人クラブ連合会に所属

している東山区シニアクラブ連合会の会員37名を対

象に実施した． 
4．分析結果 

4.1 アンケート回答者の属性（性別・年齢） 

アンケート回答者37名の年齢の内訳は，60歳未満
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1名（男性0・女性1），60歳代5人（男性3・女性2），
70歳代14人（男性10・女性4），80歳代15人（男性

12・女性 3），90歳以上 0 人（男性 0・女性 0），未回
答2人（男性1・女性1）だった． 

4.2 高齢者が利用している決済手段 

設問の一つは，「高齢者が普段使用する決済手段」に

ついて聞いた．「現金(払い)」が最も多く 31名であっ

た．ここで特筆すべきは，回答者37名中，22名の高

齢者が決済時に「現金」のみを使用していることだっ

た．「クレジットカード」は 14名と，「現金」に次ぐ

結果となった．続いて，「交通系カード（ICOCAなど）」

5名，「その他」3名，「スマートフォン（アプリ）」2
名であった． 
4.3 現金だけを利用する高齢者の傾向 

「高齢者が現金以外使用しない理由」を尋ねた設問

では回答結果として，「使い過ぎてしまうため」が最

も多く，9名に共通する要因であった． 
また，自分のカード類（クレジットカードや交通系

カードなど）を持っているかを尋ねたところ，現金の

みしか使用していないにも関わらず，カード類を持っ

ている高齢者が22名中，16名いることがわかった． 
4.4 現金以外の決済手段の使用傾向 

「クレジットカード」を使用している高齢者に現金

での支払いをやめた理由を尋ねた結果，「現金払いが

面倒だったから」が最も多く6名であった． 
この結果は，「クレジットカード」を使用している高

齢者のみならず，「交通系カード（ICOCAなど）」，「ス

マートフォン（アプリ）」，「その他」を使用している高

齢者でも同様に，「現金払いが面倒だったから」が最

も多かった． 

4.5 結果のまとめ 

・現金のみ使用している高齢者が約6割 

「高齢者が普段使用する決済手段」として聞いた設

問では， 回答者37名中，22名もの高齢者が「現金」

のみを選択した． 

・「現金」のみ使用する高齢者のキャッシュレス決済

の認識 

「高齢者が現金以外使用しない理由」を尋ねた設問

では，「使い過ぎてしまうため」という理由が最も多

かった．また，カード類（クレジットカードや交通系

カード）を持っている人が7割を越えていた．加えて，

現金しか使わない高齢者が，現金払い以外の決済手段

として使ってみたいキャッシュレス決済として「クレ

ジットカード」が首位となった． 

・キャッシュレス決済を利用する高齢者 

「クレジットカード」，「交通系カード（ICOCA な

ど）」，「スマートフォン（アプリ）」，「その他」を使用

している高齢者が，「現金払いをやめた理由」として，

「現金払いが面倒だったから」が最も多かった． 
5．おわりに 

本研究では，高齢者が導入しやすいキャッシュレス

決済について検討するため，高齢者にアンケート調査

を行った．前節でまとめたように，現金払いを好む高

齢者は，①すでに保有しているカード類があり，②
キャッシュレス決済に対し使い過ぎてしまうことを

心配していることが分かった．さらに，キャッシュレ

ス決済を利用している高齢者にとって③現金払いこ

そ面倒だと感じることが示された． 
以上を踏まえると，「現在使われていないカード類，

特にクレジットカード（現金以外の使ってみたい決済

手段として首位）に利用金額に対する不安を解消する

工夫（例：上限額を低めに設定）を加える」ことが，

高齢者にキャッシュレス決済を浸透させる第一歩と

して有効であると考えられる． 
今回は，京都市内の一部の老人クラブへのアンケー

ト実施ということもあり，調査数に限りがあった．し

かしながら，少ない数の中でいくつか顕著な傾向が表

れており，分析の結果からまとめた知見はその範囲を

広げて調査する上での仮説として有望なものといえ

る．今後は，より広域での調査を進めて調査数を増や

すことで分析結果がより信頼しうるものとなるよう

にするとともに，特定の地域の課題としてのキャッシ

ュレス決済の普及に向けた解決策の検討を進める． 
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ライブコマースにおけるブランド体験が 

顧客エンゲージメントに与える影響 

鮑思羽 

 
本研究では、ブランド企業のライブコマースが顧客とブランドとの親密な関係を如何に

築くかに注目する。ブランド体験と心理的オーナーシップ、顧客エンゲージメントとの関係
をモデル化して、実証研究を行った。結論として、ブランド体験に関する新たな定義を行い、
ブランド企業がライブコマースを利用して、長期的な発展をするための方策を提案した。 

 
1． はじめに 

1.1 研究背景 

近年、ライブコマースという e コマースの様式が、

オンラインショッピングの新しい可能性を示しつつ

ある。しかし、テンポの速い、低価格の刺激的なライ

ブコマースはブランド・パーパスを弱め、ブランド・

イメージの損害を招くと指摘されている（Hu, 2020）。

低価格の販促と KOL によるアクセス数の高まりは短

期的利益しか実現できず、顧客とブランドの親密な関

係を築くことが、企業に対して長期的目標を達成する

鍵であると指摘されている（Wu et al. 2019）。 

 

1.2 問題意識・研究目的 

本研究は、ブランド企業がライブコマースを利用

して顧客とブランドの関係を向上させ、ブランドの

長期的な発展目標を促進する方法を提案することを

目的とする。ブランド・ライブコマースで得られる

ブランド体験が、顧客エンゲージメントに与える影

響、そのメカニズムを検討し、そして顧客の心理的

オーナーシップをもたらす媒介的な中間作用を、ア

ンケート調査データを用いて定量的に検証する。 

この結果を用いて、ライブコマースにおけるブラ

ンド体験が顧客の心理的オーナーシップと顧客エン

ゲージメントに対する影響メカニズムを明確にする

とともに、顧客エンゲージメントを高めるための方

策を見いだす。これは、企業が短期的利益ではな

く、ブランドがもたらす長期的な顧客との関係構築

のための方法を探る。さらに、ライブコマースがま

だ成長期にある日本のブランド企業に対して、なん

らかの啓発と参考価値をもらたすことを目指す。 

 

2． 研究内容 

2.1 仮説 

ライブコマースにおける異なるブランド体験（娯楽

体験、情報体験、インタラクティブ体験）が顧客を刺

激して、顧客とブランド、顧客エンゲージメントに影

響するか。また、ブランドが提供する体験的要素と

ブランド関連刺激に基づいて購買行動を実現し、顧

客とブランド関係を形成するため、顧客のブランド

心理的オーナシップに影響を与えるのか。最後に、

顧客がコブランドに対する心理的オーナーシップ

は顧客エンゲージメントに正の影響を与えること

も検証する。 

 

2.2 分析のフレームワーク 

本研究では、先行研究を踏まえ、図－１にあるよう

にライブコマースによる顧客のブランド体験を、先行

研究の尺度に参考して、娯楽体験、情報体験、インタ

ラクティブ体験の３つに分類し、この各ブランド体験

と心理的オーナシップや顧客エンゲージメントとの

関係を、矢印しめすような影響・因果関係あるとして

モデル化した。   

図－１ 研究モデル 

 

3. アンケート調査 

この因果モデルを統計的に検証するため、アンケー

ト調査を行った。調査対象は中国在住の 229 名であ

った。実施手順は、中国のアンケート調査サイト「問

巻星」（www.wjx.cn）に掲載した質問票を配布し、質問

への回答を記入してもらうという方法を取った。調査

実施期間は、2022 年 10 月 26 日～ 11 月 4 日で

あった。結果的に、有効回答票は 150 件となった。 

 

4. 研究結果 

4.1 データ分析の結果 

収集したアンケートデータに対し、探索的因子分析

を行ったところ、先行研究で提案された３種類の体験



 
 

 

とは異なる組み合わせを持つ、３つの因子が抽出され

た。そこで、この分析結果を基づいて、ブランド体験

を新たに定義した。新たな因子を感情的体験、行動的

体験、共有的体験と名前を付けた。 

新たに定義した３つの体験因子と顧客エンゲージ

メント，および心理的オーナシップとの関係について、

重回帰分析を用いたパス解析を行った。この結果は図

－2に示す。行動的体験から心理的オーナシップへの

因果パスを除く全てのパスは、統計的に優位と判断さ

れた。 

 

図－2 本研究の分析モデルの結果 

4.2 結論 

本研究の結果として得られたモデルから、感情的体

験と行動的体験、共有的体験のいずれもが、この順番

の大きさで顧客エンゲージメントに対しプラスの効

果があることが判る。すなわち、本研究の結果から見

れば、ブランド体験が高いほど、顧客エンゲージメン

トが高くなる。また、顧客がライブコマースを見るこ

とで得られた感情的体験と行動体験は、心理的オーナ

ーシップを通じてさらに顧客エンゲージメントに間

接的に影響を与えることを明らかにできた。そのなか

で、特に感情的体験から受ける影響が強い。また、行

動的体験は心理的オーナーシップに正の影響を与え

るという仮説だけは統計的に有意ではないため棄却

した。さらに、心理的オーナーシップは顧客エンゲー

ジメントに強く影響するという結論を得た。  

 

5. 研究の貢献 

5.1 理論面 

本研究はライブマーケティング状況下でのブラン

ド体験と顧客エンゲージメントに関する理論モデル

を作成し、実証分析を行った。特に、新たにブランド

体験を感情的体験、行動的体験、共有的体験を定義し

て、新たなモデルを構築した。この結果は、企業のマ

ーケティングの実践にも、一定の価値を与えることが

出来ると考える。 

5.2 実務面 

本研究は、企業がライブコマースを用いて、ブラン

ドコミュニケーションを展開する実務面での提案を

行った。第一に、感情的体験と行動体験がブランド発

信に影響を与える最も重要な要因であるため、企業は

ライブコマースを通じて、より面白い情報とプロモー

ションを発信することで、顧客に心理的な楽しさをも

たらす。第二に、企業はライブコマースを通じて顧客

との情報交換を強化し、より多くの顧客の価値観、趣

味、嗜好などを獲得し、またライブコマースを通じて

帰属感と共感力を高めることができる環境を作る。最

後に、ライブコマースで活躍したい日本企業に何らか

の示唆と参考を与えると考える。 

 

6. 研究の限界および今後の課題 

本研究によっていくつかの知見が得られたが、同時

に限界や課題も存在する。まず、配信者の特性、パー

ソナリティがブランド体験の程度、形式、効果に与え

る影響を考慮していない。また、本研究は断面的なデ

ータを採用しており、異なる段階の顧客（視聴者）の

ブランド体験を明らかにすることができず、その動態

的影響を検討していない。さらに、本研究は企業側、

プラットフォーム側などのコンテンツ製作と配信状

況について深く研究しておらず、問題の描写、解釈角

度が比較的単一である。  

将来的には、企業の視点、配信者の視点、消費者の

視点を組み合わせ、ライブコマースが顧客の心理的オ

ーナーシップにどのように影響するか研究すること

で、解釈をより立体的に行うことが重要である。 
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高齢者が操作を理解しやすいセルフレジ UI の設計 

河合 愛実 

 本研究ではセルフレジの UI に着目し、高齢者のセルフレジの利用状況や課題をアンケートにて調査した

後、文字やボタン等のサイズ高齢者が使いやすいセルフレジのデザインについて検討を行った。 

 
1. はじめに 

 近年、スーパーやコンビニなど、様々な形態の店舗

でセルフレジが増加している。店舗の利用客全員が独

力で決済を完了させられるのであれば従来レジに割

いていた人員を省くことが可能だが、実際にはセルフ

レジのみが設置されている店舗でも客の質問やトラ

ブルに対応するために店員が立っていることが多い。

そこで本研究では、「機械を操作するのが苦手な人」

の一例として、視力や認知機能が低下した高齢者に焦

点を当て、高齢者にとって使いやすいセルフレジのUI

デザインについて考察する。 

2. 背景・問題意識 

 一般社団法人全国スーパーマーケット協会が 2020
年 10 月に行った調査によれば、セルフレジの設置店

舗がある企業の割合の業界推計値は2018年に11.6％、

2019年に11.4％だったのに対し、2020年に15.8％
まで増加している。1) 

 「令和 4年版高齢社会白書」によれば 2065年には

約3.9人に1人が75歳以上になると推計されている。
2)そのため、高齢者が店員のサポートを得ずに自力で

決済までできるようにすることは、将来のより深刻に

高齢化が進んだ社会において必要になると考えた。以

上を踏まえ、本研究では高齢者の認知機能等に配慮し

たセルフレジのUIデザインを作ることを目指す。 

3. 研究目的 

 本研究では高齢者にとって使いやすいセルフレジ

の UI デザインを作るために、高齢者に対して紙面で

のアンケート調査を行う。アンケートは高齢者の現在

のセルフレジ利用状況を尋ねる第 1 部と文字の大き

さ、ボタンの大きさ等を変えたセルフレジの画面のイ

メージを提示してより分かりやすい方を選択しても

らう第2部の2部構成とする。アンケートの結果を踏

まえ、高齢者が画面を見て自分がするべき操作を理解

しやすいセルフレジの UI デザインに必要な要素を考

察する。 

 UI を構成する要素として以下のようなものが挙げ

られている。3) 

•視覚情報：文字のサイズ、色、アニメーション、ボタ

ンの配置など 

•聴覚情報：操作時の効果音、BGMなど 

 本稿では、紙面で簡易に調査可能な要素に絞りアン

ケートを行う。 

4. 先行研究 

 多機能化されたタッチパネル式の鉄道駅券売機の

使いやすさに関する研究では、高齢者と若者で異なる

部分に使いづらさを感じることと、高齢者が若者より

も操作に時間がかかることが示されている。4) 

 このことから、高齢者は他の年代とは異なる部分で

不便に感じ、他の年代と比べて操作により長い時間が

かかってしまうため、高齢者の困り事に着目し特化し

たユーザーインターフェースを設計することは有意

義であると考えた。 

5. 調査概要 

以下の要領でアンケート調査を行った。 

調査の対象者：すこやかクラブ京都（一般社団法人京 

都市老人クラブ連合会）の会員 

調査の実施場所：京都市東山区社会福祉協議会 

調査方法：冊子形式のアンケートを配布 

内容：高齢者のセルフレジの利用状況、仮想のセルフ

レジUIの見やすさ評価 

6. 調査結果 

6-1 高齢者によるセルフレジ利用の現状 

 セルフレジの利用経験があるか尋ねたところ、得ら

れた 19件の回答のうち、「はい」は 7件、「いいえ」

は12件であった。 

6-1-1 セルフレジ類を利用したことがある人の傾向 

 本項はセルフレジの利用経験がある 7 名を対象と

した質問の結果である。 

 セルフレジの利用頻度について尋ねると、「必ずセ

ルフレジを利用する」が 1 名、「セルフレジよりも有

人レジの方が利用頻度が高い」が6名であった。 

現在稼働している形式のセルフレジに関してどの程

度満足しているかを尋ねると、「大変満足している」

が1名、「やや満足している」が2名、「どちらとも言

えない」が 3名、「全く満足していない」が 1名とな

った。 

6-1-2 セルフレジ類を利用したことがない人の傾向 

 本項はセルフレジの利用経験がない 12 名を対象と

した質問の結果である。 

 セルフレジを利用しない、またはできない理由を複

数回答可で尋ねた結果、8人の回答が得られ、多かっ

た回答は「興味がないから」(5人)、「使い方が分から
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ないから」(4人)、「商品を読み込むのが面倒」(3人)

であった。 

6-2 セルフレジUIの要素の分析 

6-2-1 文字・ボタンの大きさ 

 以下の 3 つの変更案ごとに印象を尋ねた後、1-1、

1-2、1-3を見やすいと感じた順番を尋ねた。 

・ 変更1-1：文字を拡大 

・ 変更1-2：ボタンを拡大 

・ 変更1-3：ボタンおよび文字を拡大 

 各画面の印象はいずれも「見やすい・分かりやすい」

が最多となり、見やすい順番の回答は最も見やすいも

のから1-3、1-2、1-1という順番が最多となった。 

6-2-2 画面上の説明の示し方 

 変更 2-1 は、ボタンや文字のサイズは変更せずに

「バーコード決済(PayPayなど)」のように各項目の具

体例を書き加えた変更案である。変更2－1は11件の

回答のうち「見にくい・分かりにくい」の回答が6件

で最多となった。 

 変更2-2は変更2-1の文字とボタンを拡大した変更

案である。変更 2－2 は 10 件の回答のうち「見やす

い・分かりやすい」の回答が6件で最多となった。 

7. 考察 

7-1 セルフレジの利用状況について 

 セルフレジを利用したことがあるかどうかという

質問に対し、19名のうち7名が「セルフレジを利用し

たことがある」と回答したが、そのうち6名はセルフ

レジよりも有人レジの方が利用頻度が高かった。セル

フレジの利用が浸透しているとは言えない。また、現

存のセルフレジの満足度も高いわけではなく、改良の

余地があると考えられる。 

 また、「セルフレジを利用したことがない」と回答

した方に対しセルフレジを利用しない・できない理由

を尋ねると、最も多かった理由が「興味がない」、続い

て「使い方が分からない」、「商品を読み込むのが面倒」

となった。高齢者のセルフレジ利用を促進するために

は、ただ UI の改良などにより操作の分かりやすさを

向上させるだけでなく、まず興味を持ってもらう必要

があるため、興味を引くような施策を行う必要がある

と考えられる。 

7-2 セルフレジのUIについて 

 ボタンや文字の大きさについて変更した 3 つのパ

ターンの画像について評価を尋ねた結果より、文字、

ボタンの双方をできるだけ大きくすることが望まし

いが、画面上の大きさの制約がある場合はできるだけ

ボタン内で文字を大きく表示することを優先するこ

とで見やすさを向上させることができると考えられ

る。 

  ボタンや文字のサイズを変更せずに画面上での

操作説明を増やした画面(変更 2-1)では「分かりにく

い」という回答が最も多かったが、同じ説明文でもボ

タンと文字の大きさを拡大した画面(変更 2-2)では

「分かりやすい」という回答が最も多くなり、変更前

の画面との比較についても全ての回答者が変更2-2の

方が見やすいと答えた。文字・ボタンの大きさを変え

ないままであれば、説明を増やすことで分かりにくく

なってしまう。文字やボタンのサイズを拡大できる余

裕があれば、説明を増やすことで分かりやすくするこ

とができる。 

8. 今後の展望 

 今回は、60代以上の高齢者に焦点を当ててアンケー

ト調査を行った．若い世代にも同様のアンケートを行

って高齢者との傾向の違いを調べ、高齢者に特に必要

な配慮として必要な要素を明らかにしたい。さらに、

要素を明らかにした後、実際に操作可能なプロトタイ

プを製作し、高齢者が操作を行う際に時間がかかる工

程や操作に困難さを感じる点を観察したい。 

 また、今回のアンケートでは、未回答の設問があっ

たことや「3つの画面を分かりやすい順に答える」と

いう設問で 2 つ以下しか答えていないことなどの不

備が多数みられ、得られた回答が想定していたよりも

少なかった．より回答しやすくなるようにアンケート

の冊子を作り直し、60代以上の高齢者を対象としたア

ンケートも再度実施したい。 
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ソーシャルメディアコミュニケーションが若者の消費行動へ与える

影響に関する実証研究 

ZHANG NING 

 

 本研究の目的は、ソーシャルメディアコミュニケーションが若者の消費行動へ与える影響を明らかにする

ことである。そのために、SORモデルを利用した上で、TikTokの若年層ユーザーを対象にアンケート調査

を実施した。分析の結果、企業生成コンテンツはブランド認知とブランドイメージに影響を与えず、これら

を介して購買意図には影響しないことが確認された。それに対して、ユーザー生成コンテンツはブランド認

知とブランドイメージを介して購買意図にポジティブな影響を与えることが確認された。 

 
1． はじめに 

コロナ禍の影響を受け、人々のインターネットの平

均利用時間は増加した。10代と20代の平均利用時間

が最も長く、特にソーシャルメディアの利用時間が顕

著に長い。また、デジタルの進展に伴って、オンライ

ンの購買活動が活発になっている。ネットショッピン

グ等のインターネットを利用した支出が高まり、オン

ラインの消費行動が年齢を問わず浸透している。 

こうした背景の下で、若年層の消費者はオンライン

の購買行動を行う際に、ソーシャルメディアにおける

コミュニケーションを情報源として重要視している。

実例として、日経トレンディの「2021年ヒット商品ベ

スト30」において、ワードの1位になった「TikTok売

れ」が挙げられる。現在、若年層の消費者の商品やサ

ービスへの態度や購買意図は、ソーシャルメディアか

ら受ける影響がさらに大きくなっていると言える。 

そこで、本研究の目的は、実証研究を通して、TikTok

に代表されるソーシャルメディアにおけるコミュニ

ケーションは、今の若者の消費行動にどのように影響

を与えるのかという問題を明らかにすることである。 

 

2． 先行研究 

2.1 ソーシャルメディアコミュニケーションの内容 

ソーシャルメディアコミュニケーションの影響を

研究するためには、2つの異なるコンテンツの形式を

区別する必要がある：（1）企業生成コンテンツと（2）

ユーザー生成コンテンツ。 

 企業は顧客の利益のために、ソーシャルメディアへ

の活用を通じて、製品やサービス、プロモーション、

イベント等に関する情報を作成・発信する。その情報

は、企業生成コンテンツと呼ばれる。これは企業によ

って生成され、コントロールされている。 

一方、ユーザー生成コンテンツは、インターネット

ユーザーが作成した、あらゆる形式のメディアコンテ

ンツであり、誰でも取得できる公開の情報である。こ

の2種類のコンテンツは、ユーザーの反応や行動に影

響を与える。 

 

2.2 SORモデルの利用 

ソーシャルメディアコミュニケーションによる若

者の消費行動への影響を理解するために、本研究では

S-O-Rモデルを利用した。消費者行動研究や、ソーシ

ャルメディアユーザーの反応に関する研究において、

S-O-Rモデルはよく用いられるからである。 

このモデルでは、ユーザーは、広告等の外部環境か

らのインプット（Stimuli; 刺激）を受けた後、自分

の内面でブランドに対する認知や理解（Organism; 生

活体）を形成する。そして、その製品を買うのか買わ

ないのかという反応（Response; 反応）を示す。 

本研究では、刺激はソーシャルメディアコミュニケ

ーションであり、最終の反応は購買意図である。また、

生活体について、若者の購買行動に主要な影響を与え

る「ブランド認知」と「ブランドイメージ」を媒介変

数として導入した。 

 

3． 仮説設定 

上述した先行研究に基づき、あるブランドの企業生

成コンテンツやユーザー生成コンテンツに対する若

者の積極的な態度は、ブランド認知とブランドイメー

ジを高めることを通じて、購買意図を向上させること

ができると考えられる。以下では、6つの仮説を設定

し、モデル（図-1）を作成する。 

 

H1：企業生成コンテンツへの積極的な態度は、ブラン

ド認知にポジティブな影響を与える。 

H2：企業生成コンテンツへの積極的な態度は、ブラン

ドイメージにポジティブな影響を与える。 

H3：ユーザー生成コンテンツへの積極的な態度は、ブ
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ランド認知にポジティブな影響を与える。 

H4：ユーザー生成コンテンツへの積極的な態度は、ブ

ランドイメージにポジティブな影響を与える。 

H5：ブランド認知は、購買意図にポジティブな影響を

与える。 

H6：ブランドイメージは、購買意図にポジティブな影

響を与える。 

 

 
図-1 仮説モデル 

 

4． 実証分析 

設定した仮説の妥当性を検証するために、本研究で

はGoogle Formsを用いてオンラインのアンケート調

査を実施した。調査対象者は TikTok の若年層ユーザ

ーである。最終的には、16歳から30歳までの男女145

名の有効回答が得られ、同データを分析対象とした。 

共分散構造分析を実施した結果、企業生成コンテン

ツがブランド認知やブランドイメージのそれぞれに

与える影響は、いずれも有意ではない。そのため、仮

説1と2は支持されなかった。それに対して、ユーザ

ー生成コンテンツのこの両方への影響は、いずれも有

意でポジティブな影響であるため、仮説3と4は支持

された。また、ブランド認知とブランドイメージがそ

れぞれ、購買意図への影響はいずれも有意でポジティ

ブな影響である。仮説5と6も支持された。 

 

5． 結論と考察 

結論として、第一に、企業生成コンテンツはブラン

ド認知とブランドイメージに影響を与えないことが

確認された。そのため、これらを介して購買意図に影

響を与えることもできない。第二に、ユーザー生成コ

ンテンツは、ブランド認知とブランドイメージを介し

て購買意図にポジティブな影響を与えることが確認

された。第三に、ブランド認知とブランドイメージは、

それぞれ購買意図にポジティブな影響を与えること

も確認された。 

 以上の分析結果に基づき、企業が若い消費者の購買

意図を高めるために、企業生成コンテンツの影響に対

する理解を深めることや、ユーザー生成コンテンツを

より重視することは必要な対策であると言える。 

 

5.1 企業生成コンテンツに関する考察 

企業生成コンテンツに関する仮説が成立しない原

因について、3つの視点から説明できる。 

まずは、TikTokというプラットフォームの特徴であ

る。TikTokのホーム画面は「フォロー中」と「おすす

め」に分けられる。通常、アプリを開くと、まず見え

るのは「おすすめ」の内容である。そのため、フォロ

ーしている公式アカウントが情報を発信しても、ユー

ザーはそれを必ずしも見えるとは限らない。その結果、

印象に残らない可能性がある。 

次は、企業が発信するコンテンツそのものである。

TikTokには広告審査等があり、企業においてもSNS運

用に関するルールもある。結果として、企業生成コン

テンツの作成は多くの制限を受けて、その内容が堅苦

しくなりやすい。それに対して、ユーザー生成コンテ

ンツの内容がより面白くて多様化し、若者に好まれや

すい。 

最後は、若者の不信感である。企業の第一目的は「商

品を売る」ということを知っているため、若者は広告

等の真実性や客観性を疑っている。また、公式アカウ

ントは、消費者にとって親近感がなく、コミュニケー

ションも取りにくい。それ以外、企業生成コンテンツ

はポジティブな面だけを伝え、実用的な情報がユーザ

ー生成コンテンツより少ないため、消費者は商品が自

分に似合うかどうかを判断しにくい。 

 

5.2 ユーザー生成コンテンツに関する考察 

ユーザー生成コンテンツに関する仮説が成立する

が、具体的にどのようなコンテンツがいいのかを明ら

かにするために、追加のアンケート調査を実施した。 

その結果、多くの人は、リアルな口コミにアクセス

できる投稿や、創意に富んだ投稿は、ブランド認知の

向上に役立つと考える。特に、面白いコンテンツへの

シェアによって、その伝播が早くなり、短期間でブラ

ンド認知を高める可能性がある。 

ブランドイメージ側では、社会課題に関する投稿が

最も選択されたため、商品を社会課題にリンクするコ

ンテンツ等は、若者の注目を集めることができると考

えられる。また、企業からの商品のPR依頼であるが、

広告臭がない投稿も若者に刺さることができる。従っ

て、今のインフルエンサーマーケティングの時代にお

いて、コンテンツの広告臭をなくすことが必要である

と考えられる。 

 

6． 参考文献 
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メガフランチャイジーの実態調査 

～地方経済の知られざる担い手の，新たな戦略の方向性を検証する～ 

山岡雄己 

 

これまで地方のメガフランチャイジーは，消費経済の知られざる担い手として表舞台に出ることを控え着

実に事業基盤を築いてきたが，VUCAの時代と言われる昨今，これまでのような安定的成長の青写真が描け

なくなってきている。そこで，メガジーがどのように現在の経営環境をとらえ戦略意思決定を行っているの

かを明らかにするため，複数の有力メガジーへのインタビュー調査とアンケート調査を実施した。 

 

1 はじめに 

1.1 研究の目的 

年商 20 億円以上，営業拠点 30 以上の事業者をメ

ガフランチャイジー（メガジー）と呼ぶ。本研究は，

メガジーがパラダイムシフト後の地域経済において，

どのような戦略の方向性を志向し戦略意思決定を行

うのかを検証するものである。 

1.2 研究の背景と問題意識 

VUCA の時代といわれる今日では，競争に打ち勝

ちシェアを確保し迅速な拠点展開活動により規模の

経済のメリットを享受する，という成長戦略はもはや

通用しなくなってきている。また地域再創生地域や地

域循環型経済が注目される中で，中小中堅企業の生産

性向上が喫緊の課題となっている。 

また FC 業界においては，2021 年に公正取引委員

会によってFCガイドラインの改正がなされた。この

ような文脈の中で，メガジーとFC本部の関係が変化

しつつあることは確かである。 

1.3 リサーチクエスチョン 

設定したリサーチクエスチョンは次の通りある。 

(1) メガジーの戦略的な意思決定基準は規模の経済の

追求から，事業ドメインを拡張することにより複数ブ

ランドあるいは業種加盟を行い範囲の経済の追求へ

と変化しているのではないか。 

(2) メガジーは「知られざる地方経済の担い手」から

脱却し，FC 本部との連携，メガジー同士のネットワ

ーク，地域社会への貢献を志向して，地方経済の活性

化を積極的に推進するようになるのではないか。 

2 研究の方法 

2.1 調査の概要 

メガジーの戦略策定の方向性が規模の経済の追求

から範囲の経済の追求へと変わってきているという

仮説が正しければ，加盟希望のブランドや業種の変化

として現れると考えられる． 

また，メガジーが地方経済の黒子的存在から脱却し

積極的に地域経済活性化の中心としての役割を果た

そうとするという仮説が正しければ，アンケートの意

識調査に何らかの数値として現れると考えられる． 

以上について仮説検証すべく，半構造化インタビュ

ー調査ならびに郵送式アンケート調査を行った． 

2.2 インタビュー調査 

 実施期間：令和4年8－9月 

 実施方法：訪問面接調査（Zoomを含む） 

 対象企業：10社 

 インタビュー項目（半構造化） 

2.3 アンケート調査 

 実施期間：令和4年11月（1カ月間） 

 実施方法：郵送によるアンケート調査 

 対象企業：309社（内，回答数 N=29） 

 アンケート項目：https://bit.ly/3Hb54NR 

3 調査結果 

3.1 規模の経済から範囲の経済へ 

 

図表 1 FC事業の振り返りと方向性 

アンケ―ト調査の結果，「事業多角化・新規事業開

発」に関する自己評価の平均点が 3.55 で全項目中最

高であった。 
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また，FC事業に関して過去5年間の振り返りと今

後の方向性については，過去にFC店舗を増やしたが

新たなFCブランドに興味のない企業は6社，過去に

FC 店舗を増やしたがこれまでとは違う業種に興味の

ない企業は9社であった。一方，過去にFC店舗を増

やしかつ新たな FC ブランドに興味のある企業は 11

社，過去にFC店舗を増やしかつこれまでとは違う業

種に興味のある企業は8社であった。 

インタビューでは，地域の消費者に対して，複数の

製品やサービスを提供できるように多角化を進める，

という意向を示したメガジーが数社見られた。 

4.2 FC本部とのさらなる連携 

アンケート調査では，経営環境変化の予測について，

「FC 本部との連携強化」の平均点は全項目中最高で

あり，標準偏差もバラツキが小さい結果となった。 

インタビューでは，FC本部との対話によってより

深く理念を共有するとしたメガジーは多かったが，具

体的な協業のイメージが沸かないメガジーが半数程

度だった。一方，もっとFC本部との対話の機会を増

やして，地域の特性に合わせた業態や製品のローカラ

イズを取り入れた方が良い，という意見を持つメガジ

ーが数社見られた。 

4.3 目的意識が希薄なメガジー間ネットワーク 

アンケートでは，経営環境変化の予測について，「メ

ガジー同士の連携」の平均点は中位であり，標準偏差

も相対的にバラツキが大きい結果となった。 

インタビューでは，FC加盟者同士の交流はFC本部

が主宰するオーナー会で十分であると答えたメガジ

ーや，将来性のあるアーリーステージのFC本部の情報

は競争優位性の源泉であり競争相手である他メガジ

ーには教えたくない，と答えたメガジーもあった。 

 

図表 2 経営環境変化の予測 

4.4 雇用創出による地域貢献 

アンケートでは，経営環境変化の予測について，「地

域経済や地域共同体への貢献」ならびに「地域雇用の

創出や人材育成」の平均点が，「FC本部との連携」に

次いで高い得点となった。またそれぞれの標準偏差は

比較的バラツキが小さい結果となった。 

インタビューでは，地方郊外の商業用地に自社が加

盟するブランドを複数出店しテナントミックスとし

て商業集積を開発する，商業集積における消費者の利

便性を高めるためにも異なる業種のFCに加盟してお

くことは有効，と答えたメガジーもあった。また，自

社の知名度と企業価値の向上を図り雇用につなげる，

といった回答も見られた。 

5 考察 

メガジーは概ね多店舗化を進める方針であり，規模

の経済追求型企業よりは範囲の経済追求型企業のほ

うが多いことが確認された。また，メガジーは地域へ

の貢献意識が強く，複数ブランドあるいは業種への

FC 加盟によりサービスの複層化を図り地域消費者の

利便性を高めようとしている。そして地域の消費事情

に通じていることから，FC本部とのさらなる連携に

よりサービス品質とブランド価値の向上を図ろうと

していると推察される。 

そして，そのように地域経済が活性化することは地

域雇用創出へとつながり，メガジーはオペレーション

のプロフェッショナルとして人材の確保と教育の面

で競争優位性を形成することができる。そして，自社

の知名度と企業イメージの向上による雇用安定化と，

人的資源活用のシナジーによる生産性向上によって，

より積極的に地域経済や地域社会に関わっていこう

としているものと理解できる。 

ところで，メガジー同士の紐帯については，何らか

の意味があると考えるメガジーは多いものの，具体的

なメリットを感じるイメージが沸きにくいことと，旗

振り役となる有力メガジーがいないことが相まって，

現実的にネットワーク化するにはまだ時間がかかる

ものと思われる。 

6 結論 

本研究は，メガジーの戦略意思決定について，イン

タビューとアンケートによって現在の状況の確認と

将来の可能性を明らかにすることができた。特に，規

模の経済追求ら，ドメイン拡張や範囲の経済追求に推

移していることが理解できた。 

現在は，パラダイムシフトにおけるメガジーの戦略

意思決定基準の転換の過渡期であると思われる。した

がって，継続的に経過観察を行う必要があり，また同

時に中小企業の生産性向上との関係もさらに調査研

究を進める必要があるだろう。 

メガジーと FC 本部による CSV＝価値共創により

地域社会が発展し，循環的インテグレーションの正の

スパイラルが安定的に維持されるような，サスティナ

ブルな未来社会となることを期待したい。 

N=29

カテゴリー 標準偏差

0.68

0.57

0.85

0.63

1.17

0.96

1.21

0.94

0.98

1.23

1.32

1.07

価値共創・

独自価値の創出

質問項目 平均

地域や社会

への貢献

FC事業の進化

ネットワーク・

アライアンス

経営効率化・

収益性向上

4.33 

4.39 

3.71 

4.55 

3.83 

3.61 

3.10 

3.66 

3.79 

3.69 

3.10 

3.61 

地域経済や地域共同体への貢献

地域雇用の創出や人材育成

自然環境への配慮とアクション

FC本部との連携強化

メガジー同士の連携

産学官や異業種との連携

M&Aを含めた企業系列化

規模の経済性の追求

経営の多角化やドメインの拡張

DX・システム化による生産性向上

自社ブランドの開発

独自価値の創出や価値共創

4.15 

4.19 

3.36 
3.71 

3.36 

地域や社会への貢献

FC事業の進化

ネットワーク・アライアンス
経営効率化・収益性向上

価値共創・独自価値の創出
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